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第 １章　総則
〔目　　的〕
第 １ 条　　北星学園大学大学院（以下「本大学院」という）は、キリスト
教による人格教育を基礎とし、専門的学術の理論及び応用を教授研究し、
その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする。

〔所 在 地〕
第 ２ 条　　本大学院は、北海道札幌市厚別区大谷地西 ２丁目 ３番 １号にこ
れを設置する。

〔自己点検・自己評価〕
第 ３ 条　本大学院は、教育研究水準の向上及び活性化を図り、その目的と
社会的使命を果たすために、教育研究活動等について点検及び評価を行う。
Ⅱ　点検及び評価に関する事項については、別にこれを定める。

〔ファカルティ・ディベロップメント〕
第 ３条の ２　本大学院は、授業及び研究指導の内容並びに方法の改善を図る
ため組織的な研修及び研究の実施に努めるものとする。

〔情報公開〕
第 ３条の ３　本大学院は、教育研究活動等の実施及び成果に関する情報を出
版その他の方法によって広く社会に公開するよう努めるものとする。

第 ２章　課程及び修業年限
〔課　　程〕
第 ４ 条　　本大学院に、修士課程及び博士〔後期〕課程（以下「博士課程」
という）を置く。
Ⅱ　修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研
究能力又は高度な専門性を要する職業等に必要な能力を養うことを目的と
する。
Ⅲ　博士課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、
又はその他の専門的な業務に従事するに必要な研究能力及びその基礎とな
る豊かな学識を養うことを目的とする。

〔修業年限〕
第 ５ 条　　本大学院修士課程の修業年限を ２年とする。ただし、 ６年を超
えて在学することはできない。
Ⅱ　本大学院博士課程の修業年限を ３年とする。ただし、 ６年を超えて在学
することはできない。

〔長期にわたる教育課程の履修〕
第 ５条の ２　本大学院修士課程に入学又は在学する学生が、職業を有してい
る等の事情により、第 ５条に規定する修業年限を超えて一定の期間にわた
り計画的に教育課程を履修し、課程を修了することを希望する旨を申し出
たときは、その計画的な履修（以下「長期履修」という）を認めることが
できる。
Ⅱ　長期履修に関し必要な事項は、別にこれを定める。

第 ３章　研究科、専攻及び収容定員
〔研究科・専攻〕
第 ６ 条　　本大学院に、次の研究科及び専攻を置く。各研究科及び専攻の
教育研究上の目的については、次の各号に掲げるとおりとする。
１　社会福祉学研究科　社会福祉学専攻（修士課程）
　　社会福祉学の専攻領域における高度な専門的学識を教授し、研究能力
及び高度な専門職に必要な知識と実践能力を養うとともに、社会福祉及
びその隣接領域における専門的職業人の養成並びに教育研究者の養成を
目的とする。
２　社会福祉学研究科　臨床心理学専攻（修士課程）
　　臨床心理学の専攻領域における高度な専門的学識を教授し、研究能力
及び高度な専門職に必要な知識と実践能力を養うとともに、高度な心の
専門家の養成及び臨床心理学における教育研究者の養成を目的とする。
３　文学研究科　言語文化コミュニケーション専攻（修士課程）
　　英語教育その他の社会分野で必要とされる言語文化、英語教育及びコ
ミュニケーションに関する高度な専門的学識と幅広い学際的知識を教授
し、かかる分野における高度な専門的職業人の養成及び教育研究者の養
成を目的とする。
４　経済学研究科　経済学専攻（修士課程）
　　地域経済と地域行政の問題を的確に理解するとともに、アジア及び欧
米等におけるグローバル経済の実態にも精通した高度な専門的職業人の
養成を目的とする。
５　社会福祉学研究科　社会福祉学専攻（博士〔後期〕課程）
　　福祉、保健及び医療の分野の専門職を志望し、またはその職にある修
士課程修了者を引き続き教育し、かかる分野における高度な専門的職業
人の養成及び教育研究者の養成を目的とする。

〔収容定員〕
第 ６条の ２　本大学院学生（以下「院生」という）の入学定員及び収容定員
は、次のとおりとする。
研究科名 専攻名 入学定員 収容定員
社会福祉学研究科 社会福祉学専攻（修士課程） ８人 16人

社会福祉学専攻（博士〔後期〕課程） ３人 ９人
臨床心理学専攻（修士課程） ４人 ８人

文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻（修士課程） ８ 人 16人
経済学研究科 経済学専攻（修士課程） 10人 20人

第 ４章　入学、編入学、留学、休学、復学、退学及び除籍
〔入学資格等〕
第 ７ 条　　本大学院修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一
に該当する者とする。
１　学校教育法第83　条の大学を卒業した者
２　外国において、学校教育における16年の課程を修了した者
３　外国の学校が行う通信教育における授業科目を履修することにより当
該外国の学校教育における16年の課程を修了した者
４　学校教育法第104条第 ４項の規定により学士の学位を授与された者
５　外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の
課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の
学校教育制度において位置づけられた教育施設であって、文部科学大臣
が別に指定するものの当該課程を修了した者
６　専修学校の専門課程（修業年限が ４年以上であることその他文部科学
大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定し
たものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者
７　文部科学大臣の指定した者
８　個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があ
ると本大学院が認めた者で、満22歳に達した者

Ⅱ　本大学院博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当す
る者とする。
１　修士の学位又は専門職学位を有する者
２　外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された
者
３　外国の学校が行う通信教育における授業科目を履修し、修士の学位又
は専門職学位に相当する学位を授与された者
４　外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度にお
いて位置づけられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも
のの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授
与された者
５　文部科学大臣の指定した者
６　個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と
同等以上の学力があると本大学院が認めた者で、満24歳に達した者

〔編 入 学〕
第 ８ 条　　他の大学院を修了した者若しくは大学院に １年以上在学して退
学した者で、本大学院への編入学を志願する者があるときは、欠員のある
場合に限り、選考のうえ、 ２年次に入学を許可することがある。

〔入学志願・入学試験・入学手続〕
第 ９ 条　　本大学院に入学を志願する者は、所定の入学志願手続をしなけ
ればならない。
Ⅱ　入学合格者の選考は、入学志願者について、所定の入学試験によって行う。
Ⅲ　本大学院は、所定の入学手続をした入学合格者について、入学を許可し、
学籍を付与する。
Ⅳ　入学志願手続、入学試験の方法及び入学手続については、別にこれを定
める。

〔留　　学〕
第 10 条　　外国の大学院に留学を志望する者は、学長に願い出て、その許
可を受けなければならない。
Ⅱ　前項の許可を得て留学した期間は、第 ５条第 １項及び第 ２項の修業年限
に加えることができる。

〔休　　学〕
第 11 条　　疾病その他止むを得ない理由により ３月以上修学することがで
きない者は、研究科長に願い出て、その許可を得て休学することができる。
Ⅱ　疾病その他の理由により修学が不適当と認められる院生に対して、研究
科長は休学を命ずることがある。
Ⅲ　休学期間は ２年以内とする。ただし、通算して ３年を超えることができ
ない。
Ⅳ　休学期間は、第 ５条第 １項及び第 ２項に定める修業年限の期間に算入し
ない。
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〔復　　学〕
第 12 条　　休学期間中に休学の理由が解消した場合には、研究科長に願い
出て、その許可を得て復学することができる。

〔願出による退学・学籍の喪失・再入学〕
第 13 条　　止むを得ない理由により退学しようとする者は、学長に願い出
て、その許可を受けなければならない。
Ⅱ　退学した者は学籍を喪失する。
Ⅲ　第 １項により退学した者が、退学後再入学を願い出たときは、学長はこ
れを許可することがある。

〔除籍処分・復学〕
第 14 条　　次の各号の一に該当する者は、当該研究科委員会の議を経て学
長が除籍する。
１　疾病その他の理由により成業の見込みがないと認められる者
２　第 ５条第 １項及び第 ２項ただし書きに定める最長在学期間を超えた者
３　第11条に定める休学期間を超えてもなお休学の理由が解消せず復学で
きない者
４　正当な理由なく授業料及びその他の学費の納入を怠り、督促してもな
お納付しない者
５　正当な理由なく授業科目の履修登録をしない者
６　長期にわたり行方不明の者

Ⅱ　前項により除籍された者が、復学を願い出たときは、学長はこれを許可
することがある。

第 ５章　学年、学期及び休業日
〔学　　年〕
第 15 条　　本大学院の学年は、毎年 ４月 １日に始まり、翌年 ３月31日に終る。

〔学　　期〕
第 16 条　　本大学院は、学年を分けて、次の ２学期とする。
　　　　学　期　　　　期　　　　　間
　　　　前　期　 ４月 １日から ９月30日まで
　　　　後　期　10月 １ 日から翌年 ３月31日まで
Ⅱ　一学年の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたるこ
とを原則とする。

〔休 業 日〕
第 17 条　　本学の休業日は、次の各号に掲げるとおりとする。
１　日曜日及び土曜日
２　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する日
３　 ５月 ２日（北星学園創立記念祝日）
４　12月25日（キリスト降誕祭）
５　春季休業
６　夏季休業
７　冬季休業

Ⅱ　休業日の変更、長期休業の期間及び臨時休業は、学長がそのつどこれを
定める。

第 ６章　授業科目等
〔授業科目〕
第 18 条　　授業科目及び単位数は、別表第 １及び別表第 ２のとおりとする。
Ⅱ　授業科目の履修に関する必要な事項については、別にこれを定める。

第 ７章　単位の修得、課程修了の認定及び修士号、博士号
〔課程修了認定所要単位〕
第 19 条　　本大学院修士課程における授業科目の履修については、別表第
１の定めるところに従い、30単位以上修得しなければならない。

Ⅱ　本大学院博士課程における授業科目の履修については、別表第 １の定め
るところに従い、12単位を修得しなければならない。

〔単位数算定の基準〕
第 20 条　　単位数算定の基準は、 １単位の授業科目を45時間の学修を必要
とする内容をもって構成することを標準として、次の各号に定めるとおり
とする。ただし、修士論文及び特定課題研究にかかる科目については、こ
の限りではない。
１　講義及び演習については、教室内における １又は ２時間の授業に対し
て教室外における ２又は １時間の準備のための学修を必要とするものと
し、毎週 １時間15週又は毎週 ２時間15週の授業をもって １単位とする。
２　実験、実習等の授業については、学修は、すべて実験室等で行われる
ものとし、毎週 ２時間15週の実験又は実習をもって １単位とする。

〔教育方法の特例〕
第 21 条　　本大学院は、教育上特別の必要があると認められる場合には、
夜間その他特定の時間又は時期において授業若しくは研究指導を行う等の
適当な方法により教育を行うことがある。

〔指導教授〕
第 22 条　　院生の研究指導に当たるため、各院生に指導教授を定める。
Ⅱ　前項の指導教授は、各研究科委員会において定める。

〔試　　験〕
第 23 条　　単位の授与は、試験によるものとする。
Ⅱ 試験の成績評価は、Ａ＋、Ａ、Ｂ＋、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＦの ７段階をもっ

て表すものとし、Ｄ以上の成績評価が与えられた場合に限り単位を授与す
る。
Ⅲ　試験の実施及び成績評価の基準については、別にこれを定める。

〔在学生の他大学院修得単位の認定等〕
第 24 条　　本大学院において教育上有益と認めるときは、本大学院生が他
の大学院（派遣又は許可されて留学した外国の大学院を含む）において履
修した授業科目について修得した単位を、本大学院における授業科目の履
修により修得したものとみなすことができる。
Ⅱ　前項の規定により、院生が修得した単位は、10単位を限度として課程修
了の要件となる単位として取扱うことができる。

〔入学生の入学前単位の認定・授与〕
第 25 条　　本大学院において教育上有益と認めるときは、本大学院生が １
年次に入学する前に本大学院又は他の大学院（その大学院から許可されて
留学した外国の大学院を含む）において履修した授業科目について修得し
た単位を、本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす
ことができる。
Ⅱ　前項の規定により認定される単位数は、合計10単位を超えないものとす
る。

〔編入学生の入学前単位の認定〕
第 26 条　　編入学を許可された者が編入学前に他の大学院において履修し
た授業科目について修得した単位を、本大学院における授業科目の履修に
より修得したものとみなすことができる。

〔編入学生の単位の取扱〕
第 27 条　　第 ８条の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科
目及び修得した単位の取扱については、当該研究科委員会の議を経て研究
科長が決定する。

〔教職課程の単位〕
第 28 条　　教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、修
了の認定を受けるために必要な単位を修得するほか、別表第 ２に定める所
定の科目について教育職員免許法（昭和24年法律第147号）及び同法施行
規則（昭和29年文部省令第26号）に規定する所要の単位を修得しなければ
ならない。
Ⅱ　前項の規定により所定の単位を修得した者が、取得することのできる教
育職員の免許状及び免許教科の種類は、別表第 ３のとおりとする。

〔課程修了の認定〕
第 29 条　　本大学院修士課程に ２年以上在学し、第19条第 １項の定めると
ころに従い必要単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け、本大学院の行
う修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験に合格した
者には、北星学園大学学位規程の定めるところにより、修士の学位を授与
する。ただし、在学期間に関しては、特に優れた業績をあげた者は、本大
学院修士課程に １年以上在学すれば足りるものとする。早期修了に関し必
要な事項については、別にこれを定める。
Ⅱ　本大学院博士課程に ３年以上在学し、第19条第 ２項の定めるところに従
い必要単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け、本大学院の行う博士論
文の審査及び最終試験に合格した者には、北星学園大学学位規程の定める
ところにより、博士の学位を授与する。
Ⅲ　本大学院の博士課程を修了しないものであっても、博士論文を提出し、
その審査及び試験に合格して本大学院博士課程修了者と同等以上の学力が
あると認められた場合には、博士の学位を授与することができる。
Ⅳ　学位の授与に関する必要な事項については、別にこれを定める。

第 ８章　特別科目等履修生、先取り科目等履修生、一般科目等履修生、研究
生、外国人研修生及び外国人留学生
〔特別科目等履修生〕
第 30 条　　他の大学院又は外国の大学院との協議に基づき、各研究科にお
いて、当該大学院の院生に特別科目等履修生として授業科目の履修及び単
位の修得を認めることができる。
Ⅱ　特別科目等履修生として授業科目の履修及び単位の修得を志願する者が
あるときは、当該研究科の教育に支障のない場合に限り選考のうえこれを
許可することがある。
Ⅲ　特別科目等履修生の取扱については、別にこれを定める。
Ⅳ　本大学院は、特別科目等履修生の登録検定に際して、登録検定料5,000
円を徴収する。
Ⅴ　特別科目等履修生として授業科目の履修登録が認められた者は、履修登
録料25,000円及び履修料として履修登録単位数に10,000円を乗じて得た額
を納入しなければならない。

〔先取り科目等履修生〕
第30条の ２　本大学院進学を希望する者で、本大学院において一又は複数の
授業科目の履修及び単位の修得を志願する者があるときは、当該研究科の
教育に支障のない場合に限り選考のうえ先取り科目等履修生として授業科
目の履修及び単位の修得を認めることができる。
Ⅱ　先取り科目等履修生として授業科目を履修することができる資格、履修
方法、単位の授与及び単位の修得の証明については、別にこれを定める。
Ⅲ　本大学院は、先取り科目等履修生の登録検定に際して、登録検定料
5,000円を徴収する。
Ⅳ　先取り科目等履修生として授業科目の履修登録が認められた者は、履修
登録料25,000円及び履修料として履修登録単位数に10,000円を乗じて得た
額を納入しなければならない。
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〔一般科目等履修生〕
第 31 条　　本大学院において一又は複数の授業科目の履修を志願する者が
あるときは、当該研究科の教育に支障のない場合に限り選考のうえ一般科
目等履修生として授業科目の履修及び単位の修得を認めることがある。
Ⅱ　一般科目等履修生として授業科目を履修することができる資格、履修方
法、単位の授与及び単位の修得の証明については、別にこれを定める。
Ⅲ　本大学院は、一般科目等履修生の登録検定に際して、登録検定料5,000
円を徴収する。
Ⅳ　一般科目等履修生として授業科目の履修登録が認められた者は、履修登
録料25,000円及び履修料として履修登録単位数に10,000円を乗じて得た額
を納入しなければならない。

〔研 究 生〕
第 32 条　　大学院を修了した者又はこれと同等以上の学力を有する者で、
本大学院において特殊の事項について研究しようとする者があるときは、
当該研究科において選考のうえ研究生として入学を許可することがある。
Ⅱ　研究生の指導及び研究期間等は、別にこれを定める。
Ⅲ　本学は、研究生の入学検定に際して、入学検定料10,000円を徴収する。
Ⅳ　研究生として入学が認められた者は、入学金30,000円及び研究料年額
120,000円を納入しなければならない。

〔外国人研修生〕
第 33 条　　外国の大学を卒業又は卒業したと同等以上の学力を有する外国
人で、大学院において研修する目的をもって入国し、本大学院において特
定の研修課題について研修しようとする者があるときは、当該研究科にお
いて選考のうえ外国人研修生として入学を許可することができる。
Ⅱ　外国人研修生の指導、研修期間及び研修料等は、別にこれを定める。

〔外国人留学生〕
第 34 条　　外国人で、大学院において教育を受ける目的をもって入国し、
本大学院に入学又は編入学を志願する者があるときは、選考のうえ外国人
留学生として入学を許可することがある。
Ⅱ　外国人留学生の入学又は編入学の基礎資格、選考方法、入学検定料、授
業料その他学費、授業科目、履修方法、単位の授与及び単位修得の証明は、
別にこれを定める。

第 ９章　賞罰
〔　 賞 　〕
第 35 条　　品行方正、学力優秀等で他の模範となる院生は、これを賞する
ことができる。なお、表彰の種類、方法及び選考については、別にこれを
定める。

〔　 罰 　〕
第 36 条　　院生が本大学院の教育方針に違反し、本大学院の秩序を乱し、
その他院生の本分に反したときは、当該研究科委員会の議を経て学長がこ
れを懲戒する。
Ⅱ　懲戒は、戒告、停学及び退学とする。
Ⅲ　前項の退学は、次の各号の一に該当する院生に対して行う。
１　性行不良で改善の見込みがないと認められる者
２　学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
３　正当な理由がなくて出席常でない者
４　本大学院の秩序を乱し、その他院生としての本分に反した者

第10章　入学検定料、入学金、授業料及びその他の学費
〔入学検定料〕
第 37 条　　本大学院は、入学試験に際して、入学検定料30,000円を徴収する。

〔入学金・教育充実費〕
第 38 条　　本大学院修士課程に入学する院生は、入学金100,000円及び教
育充実費50,000円を納入しなければならない。
Ⅱ 本大学院博士課程に入学する院生は、入学金100,000円及び教育充実費
50,000円を納入しなければならない。

〔授業料等〕
第 39 条　　本大学院修士課程の院生は、授業料年額650,000円を納入しな
ければならない。ただし、休学中の院生の授業料は徴収しない。
Ⅱ　本大学院修士課程の院生は、教育充実費年額 ２年次50,000円を納入しな
ければならない。ただし、休学中の院生の教育充実費は徴収しない。
Ⅲ　本大学院博士課程の院生は、授業料年額650,000円を納入しなければな
らない。ただし、休学中の院生の授業料は徴収しない。
Ⅳ　本大学院博士課程の院生は、教育充実費 ２年次以降毎年年額50,000円を
納入しなければならない。ただし、休学中の院生の教育充実費は徴収しない。
Ⅴ　本大学院の院生で、別表第 ４に定める実習科目を履修する者は、同表に
定める金額の実習費を当該科目の履修年度においてそれぞれ納入しなけれ
ばならない。
Ⅵ　本大学院修士課程の院生で、第 ５条の ２により長期履修が認められた者
の授業料年額は、第39条第Ⅰ項に規定する額に第 ５条第Ⅰ項に規定する修
業年限を乗じた額を、長期履修が認められた期間の年数で除した額とする。
また、教育充実費の年額は、第39条第Ⅱ項に規定する額を ２年次以降の長
期履修の年数で除した額とする。
Ⅶ　本大学院修士課程の院生で、長期履修の期間の変更が認められた者の授
業料年額は、第39条第Ⅰ項に規定する額に第 ５条第Ⅰ項に規定する修業年
限を乗じた額から納入済みの額を減じた額を、変更後に残る長期履修の期
間の年数で除した額とする。また、教育充実費の年額は、第39条第Ⅱ項に

規定する額から、納入済みの額を減じた額を、変更後に残る長期履修の期
間の年数で除した額とする。

〔授業料等の納期〕
第 40 条　　授業料年額及び ２年次以降の教育充実費は ４月 １日から ４月30
日までの間に納入しなければならない。ただし、授業料は年額の ２分の １
ずつを次の ２期に分けて納入することができる。
　　　　期　別　　　 納　　　　　期
　　　　第 １期　 ４月 １日から ４月30日まで
　　　　第 ２期　10月 １ 日から10月31日まで
Ⅱ　前期若しくは後期の中途において、休学期間が満了した者、復学した者
又は再入学した者は、その期の授業料及び教育充実費を休学期間が満了し
た月、復学又は再入学した月の月末までに納入しなければならない。
Ⅲ　経済的理由その他止むを得ない事情によって授業料及び教育充実費の納
入が困難であると認められる場合は、願い出によりその納期を延期するこ
とがある。

〔納入学費の返還〕
第 41 条　　納入した入学検定料、入学金、授業料及びその他の学費は、こ
れを返還しない。ただし、入学手続に際して納入した教育充実費は、所定
の期日までに入学の辞退及び返還の申出があった場合に限り返還する。

第11章　教員組織及び運営組織
〔教員組織〕
第 42 条　　本大学院における授業及び研究指導は、北星学園大学の教授、
准教授、講師及び助教がこれを担当する。

〔研究科長〕
第 43 条　　本大学院研究科に研究科長を置く。また、必要に応じて副研究
科長を置くことができる。
Ⅱ　研究科長の選考に関する事項については、別にこれを定める。

〔研究科委員会〕
第 44 条　　本大学院の研究科の組織、教育研究の指導等に関する事項及び
学位の授与等に関する事項を審議するため、研究科委員会を置く。
Ⅱ　研究科委員会に関する事項については、別にこれを定める。

第12章　雑則
〔学則施行細則〕
第 45 条　　学則施行についての細則は、学長がこれを定める。

　附則
　本学則は、平成 ４年 ４月 １日から施行する。

　附則
　本学則は、平成 ５年10月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成 ６年 ４月 １日から施行する。

　附則
　本学則は、平成 ７年 ４月 １日から施行する。

　附則
　本学則は、平成 ８年 ４月 １日から施行する。

　附則
　本学則は、平成 ９年 ４月 １日から施行する。

　附則
　本学則は、平成10年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成12年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成13年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成14年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成15年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成16年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成17年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成18年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成19年 ４ 月 １ 日から施行する。
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　附則
　本学則は、平成20年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成21年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成22年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成23年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成24年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成25年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　第29条第 １項のただし書き及び第30条の ２の規定は、当分の間、経済
学研究科にのみ適用する。

　附則
　本学則は、平成26年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成27年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　本学則は、平成28年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　平成28年 ３ 月31日以前に入学した本大学院の院生については、従前の
別表第 １及び別表第 ２を適用する。

　附則
　本学則は、平成30年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　平成30年 ３ 月31日以前に入学した本大学院の院生については、従前の
別表第 １、別表第 ２、別表第 ３及び別表第 ４を適用する。

　附則
　本学則は、平成31年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ� 平成24 年 4 月 1 日改正施行附則第Ⅱ項の削除にかかわらず、第 ５条の

２の規定は、平成31年 ４ 月 １ 日以降に入学する経済学研究科の院生から
適用する。

　附則
　本学則は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。
　Ⅱ�　第19条第Ⅰ項の規定にかかわらず、平成30年 ４ 月 １ 日以降令和 ２年 ３

月31日以前に入学した社会福祉学研究科臨床心理学専攻の院生の課程修
了認定所要単位は35単位以上とし、従前の別表 1を適用する。

　Ⅲ�　第39条第Ⅰ項の規定にかかわらず、令和 ２年 ３月31日以前に入学した
本大学院修士課程の院生については、従前の例による。

　Ⅳ�　第39条第Ⅲ項の規定にかかわらず、令和 ２年 ３月31日以前に入学した
本大学院博士課程の院生については、従前の例による。

別表第 1
Ａ．社会福祉学研究科　社会福祉学専攻（修士課程）

授　業　科　目
年次・単位

備　　　　　考
１ ２

社会福祉原理研究 ２
基本科目 ソーシャルワーク理論研究 ２ 1 科目 ２単位を修得すること

福祉政策研究 ２

分野別研究

子ども家庭福祉研究 ２
障害児・者福祉研究 ２
発 達 障害研究 ２
精神保健ソーシャルワーク研究 ２ 1 科目 ２単位を修得すること高齢者・高齢社会福祉研究 ２
医療福祉実践研究 ２
地 域福祉研究 ２
公 的扶助研究 ２
スクールソーシャルワーク研究 ２
質 的 調査研究 ２
量 的調査研究 ２

研究方法 国際比較福祉研究 ２ 1 科目 ２単位を修得すること
ソーシャルワーク実践研究 ２
海外福祉実践研究 ２
社会保障財政研究 ２
社会保障法研究 ２
特別支援教育研究 ２

関連領域 社会的弱者研究 ２ 1 科目 ２単位を修得すること
偏見・差別問題研究 ２
コミュニティケア政策研究 ２
精神障害学研究 ２
論 文 指 導 Ⅰ ２

論 文 論 文 指 導 Ⅱ ２ 必修
修 士 論 文 ４

　社会福祉学専攻（修士課程）の修了の認定を受けるために修得しなけれ
ばならない30単位のうち、16単位は備考欄に定めるところに従い修得する
ものとし、その余の14単位は履修していない研究科目を履修することによ
って修得すること。
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Ｂ．社会福祉学研究科　臨床心理学専攻（修士課程）

授　業　科　目
年次・単位

備　　　　　考
１ ２

公認心理師
専 門 科 目

保健医療分野に関す
る理論と支援の展開 2

福祉分野に関する
理論と支援の展開 2

教育分野に関する
理論と支援の展開 2

司法・犯罪分野に関す
る理論と支援の展開 2

産業・労働分野に関す
る理論と支援の展開 2

心理的アセスメント
に関する理論と実践 2

必修
心理支援に関す
る 理 論 と 実 践 2

家族関係・集団・地域社会におけ
る心理支援に関する理論と実践 2

心の健康教育に関
する理論と実践 2

実 習

心理実践実習Ⅰ 3
心理実践実習Ⅱ 2 必修心理実践実習Ⅲ 1
心理実践実習Ⅳ 4

演 習 臨床心理査定演習 2

特殊研究

臨床心理学特論 2 必修
発達心理学特論 2
認知心理学特論 2
社会心理学特論 2

研 究 法

心理学研究方法論Ⅰ 2 必修
心理学研究方法論Ⅱ 2
心理学研究方法論Ⅲ 2
心理学研究方法論Ⅳ 2

論 文
論 文 指 導 Ⅰ 2
論 文 指 導 Ⅱ 2 必修
修 士 論 文 6

　臨床心理学専攻（修士課程）の修了の認定を受けるために修得しなけれ
ばならない30単位のうち、28単位は備考欄に定めるところに従い修得する
ものとし、その余の 2単位は履修していない科目を履修することによって
修得すること。
　公認心理師法第 ７条第 １号の規定により公認心理師の受験資格を取得し
ようとする者は、社会福祉学研究科臨床心理学専攻において、保健医療分
野に関する理論と支援の展開（ 2単位）、福祉分野に関する理論と支援の
展開（ 2単位）、教育分野に関する理論と支援の展開（ 2単位）、司法・犯
罪分野に関する理論と支援の展開（ 2単位）、産業・労働分野に関する理論
と支援の展開（ 2単位）、心理的アセスメントに関する理論と実践（ 2単
位）、心理支援に関する理論と実践（ 2単位）、家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践（ 2単位）、心の健康教育に関する理
論と実践（ 2単位）、心理実践実習Ⅰ ( 3 単位）、心理実践実習Ⅱ（ 2単位）、
心理実践実習Ⅲ（ 1単位）、心理実践実習Ⅳ（ 4単位）の合計13科目28単
位を修得すること。

⎩

　　

⎨

　
　⎧

⎩
　

⎨
　

⎧

Ｃ．社会福祉学研究科　社会福祉学専攻（博士〔後期〕課程）

授　業　科　目 年次・単位 備　　　　　考
1 2 3

社 会 福 祉 学 特 殊 研 究 4
必修社 会 福 祉 学 特 殊 演 習 Ⅰ 4

社 会 福 祉 学 特 殊 演 習 Ⅱ 4
　社会福祉学専攻（博士〔後期〕課程）の修了の認定を受けるためには、
備考欄に定めるところに従い12単位を修得すること。

⎩

　

⎨

　

⎧

Ｄ．文学研究科　言語文化コミュニケーション専攻（修士課程）　

授　業　科　目
年次・単位

備　　　　　考
１ ２

文

学
・

文

化

研

究

イ ギ リ ス 文 学 論 研 究 2

文学・文化研究分野を選択する者
は、研究 2科目 4単位、演習 2科
目 4単位を修得すること

イ ギ リ ス 文 学 論 演 習 2
イギリス言語文化論研究 2
イギリス言語文化論演習 2
現 代 英 米 文学論研究 2
現 代 英 米 文学論演習 2
現代英米言語文化論研究 2
現代英米言語文化論演習 2
ア メ リ カ 文 学 論 研 究 2
ア メ リ カ 文 学 論 演 習 2
アメリカ言語文化論研究 2
アメリカ言語文化論演習 2
英 米 文 学 論特殊研究 2

文学・文化研究分野を選択する者
は、1科目 2単位を修得すること

キリスト教文化論特殊研究 2
言語文化比較論特殊研究 2
言 語 文 化 論特殊研究 2

英
語
教
育
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
研
究

コミュニケーション論研究 2

英語教育・コミュニケーション研
究分野を選択する者は、研究 2科
目 4単位、演習 2科目 4単位を修
得すること

コミュニケーション論演習 2
異文化コミュニケーション論研究 2
異文化コミュニケーション論演習 2
言 語 教 育 学 研 究 2
言 語 教 育 学 演 習 2
社 会 言 語 学 研 究 2
社 会 言 語 学 演 習 2
グローバル・地域研究 2
グローバル・地域研究演習 2
英 語 史 特 殊 研 究 2

英語教育・コミュニケーション研
究分野を選択する者は、1科目 2
単位を修得すること

理 論 言 語 学 2
言 語 人 類 学 2
語 用 論 2
英 語 授 業 実 践 論 2
英 語 教 育 学 研 究 2
英 語 教 育 評 価 論 2
コミュニケーション論特殊研究 2

人
間
関
係
論
研
究

教育思想論特殊研究 2

1 科目 2単位を修得すること
教育社会心理学研究 2
言語文化教育論特殊研究 2
身 体 心 理 学特殊研究 2
心 理 学 特 殊 研 究 2
研 究 指 導 Ⅰ 2 必修
研 究 指 導 Ⅱ 2 必修
修 士 論 文 4 いずれか 4単位を修得すること特 定 課 題 研 究 指 導 4

　言語文化コミュニケーション専攻（修士課程）の修了の認定を受けるた
めに修得しなければならない30単位のうち、各研究分野を選択する者毎に
備考欄に定めるところに従い20単位を修得するものとし、文学・文化研究分
野を選択する者は、英語教育・コミュニケーション研究分野の開講科目の中
から 4単位を、英語教育・コミュニケーション研究分野を選択する者は、文
学・文化研究分野の開講科目の中から 4単位を修得することとし、その余の
6単位は履修していない文学・文化研究分野、英語教育・コミュニケーショ
ン研究分野、人間関係論分野の開講科目から履修することにより修得する
こと｡
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Ｅ．経済学研究科　経済学専攻（修士課程）

授　業　科　目
年次・単位

備　　　　　考
１ ２

研

究

経 済 理 論 研 究 Ⅰ 2

10科目20単位を修得すること

経 済 理 論 研 究 Ⅱ 2
応 用 経 済 論 研 究 Ⅰ 2
応 用 経 済 論 研 究 Ⅱ 2
社 会 経 済 学 研 究 Ⅰ 2
社 会 経 済 学 研 究 Ⅱ 2
国 際 経 済 論 研 究 Ⅰ 2
国 際 経 済 論 研 究 Ⅱ 2
経 済 史 研 究 Ⅰ 2
経 済 史 研 究 Ⅱ 2
アジア政治経済研究Ⅰ 2
アジア政治経済研究Ⅱ 2
金 融・証券論研究Ⅰ 2
金 融・証券論研究Ⅱ 2
経 営 組 織 論 研 究 Ⅰ 2
経 営 組 織 論 研 究 Ⅱ 2
マーケティング論研究Ⅰ 2
マーケティング論研究Ⅱ 2
消費者行動論研究Ⅰ 2
消費者行動論研究Ⅱ 2
会 計 学 研 究 Ⅰ 2
会 計 学 研 究 Ⅱ 2
情 報 分 析 研 究 Ⅰ 2
情 報 分 析 研 究 Ⅱ 2

特殊研究 国 際比較経済学特論 2

演

習

経 済 理 論 演 習 Ⅰ 2

演習Ⅰ １ 科目 ２単位、演習Ⅱ １ 科
目 ２単位を修得すること

経 済 理 論 演 習 Ⅱ 2
応 用 経 済 論 演 習 Ⅰ 2
応 用 経 済 論 演 習 Ⅱ 2
社 会 経 済 学 演 習 Ⅰ 2
社 会 経 済 学 演 習 Ⅱ 2
国 際 経 済 論 演 習 Ⅰ 2
国 際 経 済 論 演 習 Ⅱ 2
経 済 史 演 習 Ⅰ 2
経 済 史 演 習 Ⅱ 2
アジア政治経済演習Ⅰ 2
アジア政治経済演習Ⅱ 2
金 融・証券論演習Ⅰ 2
金 融・証券論演習Ⅱ 2
経 営 組 織 論 演 習 Ⅰ 2
経 営 組 織 論 演 習 Ⅱ 2
マーケティング論演習Ⅰ 2
マーケティング論演習Ⅱ 2
消費者行動論演習Ⅰ 2
消費者行動論演習Ⅱ 2
会 計 学 演 習 Ⅰ 2
会 計 学 演 習 Ⅱ 2
情 報 分 析 演 習 Ⅰ 2
情 報 分 析 演 習 Ⅱ 2

論

文

論 文 指 導 Ⅰ 2
論 文 指 導 Ⅱ 2 必修
論 文 指 導 Ⅲ 2

　経済学専攻（修士課程）の修了の認定を受けるために修得しなければな
らない30単位は備考欄に定めるところに従い修得すること。
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免
許
教
科

免許法施行規則に
定める科目区分 左記に対応する開設授業科目 備　　　考
科　　　目 授　業　科　目 単位数

社

会

・

公

民

社会福祉原理研究 ２
ソーシャルワーク理論研究 ２
福 祉 政 策 研 究 ２
子ども家庭福祉研究 ２
障害児・者福祉研究 ２
精神保健ソーシャルワーク研究 ２
高齢者・高齢社会福祉研究 ２
地 域 福 祉 研 究 ２
公 的 扶 助 研 究 ２
スクールソーシャルワーク研究 2
質 的 調 査 研 究 ２
量 的 調 査 研 究 ２
国際比較福祉研究 ２
ソーシャルワーク実践研究 ２
海外福祉実践研究 ２
社会保障財政研究 ２
特別支援教育研究 ２
社 会 的 弱 者 研 究 ２
偏見・差別問題研究 ２
コミュニティケア政策研究 ２
精 神 障 害 学 研 究 ２

別表第 ２　教育職員免許状所要資格取得のための教科に関する科目
Ａ．社会福祉学研究科　社会福祉学専攻（修士課程）

免
許
教
科

免許法施行規則に
定める科目区分 左記に対応する開設授業科目 備　　　考
科　　　目 授　業　科　目 単位数

英

語

イ ギ リ ス 文 学 論 研 究 2
イ ギ リ ス 文 学 論 演 習 2
イギリス言語文化論研究 2
イギリス言語文化論演習 2
現代英米文学論研究 2
現代英米文学論演習 2
現代英米言語文化論研究 2
現代英米言語文化論演習 2
ア メ リ カ 文 学 論 研 究 2
ア メ リ カ 文 学 論 演 習 2
アメリカ言語文化論研究 2
アメリカ言語文化論演習 2
英米文学論特殊研究 2
言語文化比較論特殊研究 2
言語文化論特殊研究 2
コミュニケーション論研究 2
コミュニケーション論演習 2
異文化コミュニケーション論研究 2
異文化コミュニケーション論演習 2
言 語 教 育 学 研 究 2
言 語 教 育 学 演 習 2
社 会 言 語 学 研 究 2
社 会 言 語 学 演 習 2
グローバル・地域研究 2
グローバル・地域研究演習 2
英 語 史 特 殊 研 究 2
理 論 言 語 学 2
言 語 人 類 学 2
語 用 論 2
英 語 授 業 実 践 論 2
英 語 教 育 学 研 究 2
英 語 教 育 評 価 論 2
コミュニケーション論特殊研究 2
言語文化教育論特殊研究 2

Ｂ．文学研究科　言語文化コミュニケーション専攻（修士課程）
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免
許
教
科

免許法施行規則に
定める科目区分 左記に対応する開設授業科目 備　　　考
科　　　目 授　業　科　目 単位数

社

会

・

公

民

経 済 理 論 研 究 Ⅰ 2
経 済 理 論 研 究 Ⅱ 2
応用経済論研究Ⅰ 2
応用経済論研究Ⅱ 2
社会経済学研究Ⅰ 2
社会経済学研究Ⅱ 2
国際経済論研究Ⅰ 2
国際経済論研究Ⅱ 2
経 済 史 研 究 Ⅰ 2
経 済 史 研 究 Ⅱ 2
アジア政治経済研究Ⅰ 2
アジア政治経済研究Ⅱ 2
経 済 理 論 演 習 Ⅰ 2
経 済 理 論 演 習 Ⅱ 2
応用経済論演習Ⅰ 2
応用経済論演習Ⅱ 2
社会経済学演習Ⅰ 2
社会経済学演習Ⅱ 2
国際経済論演習Ⅰ 2
国際経済論演習Ⅱ 2
経 済 史 演 習 Ⅰ 2
経 済 史 演 習 Ⅱ 2
アジア政治経済演習Ⅰ 2
アジア政治経済演習Ⅱ 2

商

業

金融・証券論研究Ⅰ ２
金融・証券論研究Ⅱ ２
経営組織論研究Ⅰ ２
経営組織論研究Ⅱ ２
マーケティング論研究Ⅰ ２
マーケティング論研究Ⅱ ２
消費者行動論研究Ⅰ ２
消費者行動論研究Ⅱ ２
会 計 学 研 究 Ⅰ ２
会 計 学 研 究 Ⅱ ２
情 報 分 析 研 究 Ⅰ ２
情 報 分 析 研 究 Ⅱ ２
金融・証券論演習Ⅰ ２
金融・証券論演習Ⅱ ２
経営組織論演習Ⅰ ２
経営組織論演習Ⅱ ２
マーケティング論演習Ⅰ ２
マーケティング論演習Ⅱ ２
消費者行動論演習Ⅰ ２
消費者行動論演習Ⅱ ２
会 計 学 演 習 Ⅰ ２
会 計 学 演 習 Ⅱ ２
情 報 分 析 演 習 Ⅰ ２
情 報 分 析 演 習 Ⅱ ２

Ｃ．経済学研究科　経済学専攻（修士課程）

研究科・専攻の名称
免　状　の　種　類
免　 許　 状 免許教科

社会福祉学
研 究 科

社会福祉学専攻
（修士課程）

中学校教諭専修免許状 社 会
高等学校教諭専修免許状 公 民

文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻
（修士課程）

中学校教諭専修免許状 英 語
高等学校教諭専修免許状 英 語

経済学研究科 経済学専攻（修士課程）
中学校教諭専修免許状 社 会
高等学校教諭専修免許状 公 民
高等学校教諭専修免許状 商 業

別表第 3

実 習 費 授 業 科 目 名 金 額

心理実践実習費 心 理 実 践 実 習 Ⅱ 45,000円
心 理 実 践 実 習 Ⅳ 90,000円

別表第 ４
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北星学園大学　人を対象とする研究・実験に関する規程
第 １章　総則

〔目的〕
第　 １　条　この規程は、北星学園大学・北星学園大学短期大学部（以下「本
学」という）の研究者等が行う人を対象とする研究・実験に関して、倫理
及び安全について遵守すべき必要な事項を定めることにより、本学におけ
る研究・実験が倫理的及び社会的観点から適正に実施されることを目的と
する。
〔定義〕
第　 ２　条　この規程において次の各号にかかげる用語の意義は、当該各号
に定めるところによる。
１「人を対象とする研究・実験」とは、臨床・臨地人文社会科学の調査及び
実験をいい、個人又は集団を対象に、その行動、心身若しくは環境等に
関する情報を収集し、又はデータ等を採取する作業を含む。 
２  「研究者等」とは、本学の専任教員の他、本学で研究活動に従事する者
をいい、院生及び学生であっても研究活動に従事するときには、これを
含むものとする。
３「個人の情報・データ等」とは、個人又は集団の特性としての思想、心情、
意識、身体、行動及び環境等に関する情報・データ、血液、体液、組織、
細胞、遺伝子並びに排泄物等の人体から採取された試料のことをいう。
４「研究対象者」とは、研究のため個人の情報・データ等を提供し、研究
対象となる者をいう。 

〔人を対象とする研究・実験の基本姿勢〕
第　 ３　条　本学は、人を対象とする研究・実験において、生命の尊厳、個
人の尊厳、人権の尊重及び安全の確保を図り、科学的かつ社会的に妥当な
方法及び手段で、その研究・実験を実施するものとする。

第 ２章　学長及び研究倫理委員会

〔学長の任務及び研究倫理委員会の設置〕
第　 ４　条　学長は、本学における人を対象とする研究・実験の実施に関し
て最終的な責任を負うものとし、本規定を定めるところにより、必要な措
置を講じなければならない。
Ⅱ　学長は、研究倫理委員会（以下「委員会」という。）を置くものとする。
Ⅲ　学長は、委員会の審査結果及び意見を尊重し、人を対象とする研究・実
験の実施に関する承認又は不承認その他必要な事項について決定する。学
長は、委員会が不承認と判定した研究・実験の実施又は施設の使用を承認
してはならない。
〔委員会の任務及び審議事項〕
第　 ５　条　委員会は、本学における人を対象とする研究・実験の実施に関
して審査及び判定を行うとともに、その実施に必要なその他の事項につい
て審議する。
〔委員会の構成〕
第　 ６　条　委員会は、次の委員をもって構成する
１　学長
２　副学長
３　学部長、短期大学部長
４　事務局長

Ⅱ　学長が特に必要であると認めた場合には、学内又は学外の有識者を委員
に加えることができる。
〔委員会の委員長〕
第　 ７　条　委員会の委員長は、学長をもってあてる。
Ⅱ　委員長は、委員会を代表し、その会務を総括する。
〔委員会の運営〕
第　 ８　条　委員会は、委員長がこれを招集し、その議事を整理する。
Ⅱ　委員会は、過半数の委員の出席がなければ、会議を開き、又は議決をす
ることができない。
Ⅲ　審査の判定は、出席委員の ３分の ２以上をもって決する。
Ⅳ　委員は、自らが研究代表者、共同研究者又は研究協力者となる研究に係
る審査に加わることができない。
Ⅴ　委員長が特に必要であると認めた場合には、委員以外の者から審査のた
めの意見等を聴取することができる。
〔会議の議事録〕
第　 ９　条　委員会の会議の議事は、すべて議事録として記録するものとす
る。
Ⅱ 前項の議事録は、 委員長の指示に従い、研究支援課の担当係員がこれを
作成する。
〔事 務〕
第　10　条　委員会の事務は、研究支援課が処理する。

第 ３章　委員会の審査及び判定等

〔審査の手続き等〕
第　11　条　人を対象とする研究・実験に係る審査を必要とする研究者等（以
下「申請者」という）は、所定の「研究倫理審査申請書」をその実施の前

に研究支援課へ提出するものとする。
Ⅱ　申請者は、研究倫理審査申請書を提出する際に、必要に応じて「研究協
力依頼書」、「同意書」又は「研究に関する資料（調査票等）」を添付する。
Ⅲ　研究代表者が申請者として申請を行うものとする。
Ⅳ　院生及び学部学生が研究代表者として申請を行う場合には、本学の教員
を研究実施責任者と定め、その署名・押印を受けて申請書を提出するもの
とする。
Ⅴ　委員長が特に認めた場合には、申請者に対し委員会への出席を求め、申
請内容等の説明を聴取することができる。申請者は、審査の議論に参加す
ることはできない。
〔審査の判定〕
第　12　条　審査の判定は、次の各号のいずれかとする。
　 １　承認
　 ２　条件付承認
　 ３　変更の勧告
　 ４　不承認
　 ５　非該当
第　13　条　委員長は、判定の結果を速やかに申請者に通知しなければなら
ない。
Ⅱ　研究者及び研究対象者等は、決定内容に疑義があるときには、委員会に
説明を求めることができる。
〔稟議審査〕
第　14　条　委員長は、合議による審査が必要な事項であっても、緊急を要
すると判断した場合には、委員会を開催せず、委員全員による稟議審査に
付することができる。
Ⅱ　稟議審査は、書面によるものとする。
〔審査結果の開示〕
第　15　条　委員会の判定の結果は公開する。
Ⅱ　申請者等からの求めがあった場合には、議事録を開示するものとする。
ただし、委員長が、研究対象者等の人権に配慮し、又は研究等の独創性若
しくは知的財産権を保護する必要があると認めた場合は、開示しないこと
ができる。
〔再審査〕
第　16　条　申請者は、審査の判定に異議がある場合には、その通知があっ
た日から起算して ２週間以内に、異議の根拠となる資料を添えて、書面に
より委員会に再審査を求めることができる。
Ⅱ　委員会は、異議の申し立てを受けた場合には、速やかに再審査を行い、
その結果を申請者に通知しなければならない。
〔研究遂行中の審査〕
第　17　条　委員会が実施を承認した研究・実験について、申請者が当初の
申請内容を変更しようとする場合には、その変更について委員会の承認を
得なければならない。
Ⅱ　研究者等が研究・実験を開始したときには、委員会の審査を希望しなか
った研究・実験であったとしても、その実施の途中で人を対象とする研究・
実験に該当すると判断し、委員会の審査を希望する場合には、当該研究者
等は、研究・実験の途中であっても審査の申請を行うことができる。
〔実施状況の報告〕
第　18　条　委員会は、実施を承認した研究・実験についてその実施状況に
関して報告が必要であると判断した場合には、申請者に対して報告を求め
ることができる。
〔記録の保存〕
第　19　条　委員会の審査に関する記録の保存期間は、法令上別段の定めが
ある場合を除き、 ５年間とする。
Ⅱ　委員会は、保存期間を経過した場合であっても、さらに記録の保存が必
要であると認めた場合には、 ３年以内の範囲で保存期間を延長することが
できる。
Ⅲ　保存期間の起算日は、研究・実験の終了又は中止の日の翌日からとする。
Ⅳ　記録、保存及び廃棄の手続きは、「北星学園文書処理規程」に準ずるも
のとする。
〔守秘義務〕
第　20　条　委員は、申請書等に記載された個人の情報・データ等及び広義
の知的財産に係る研究・実験の方法や結果など、審査の過程において知り
得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

第 ４章　人を対象とする研究・実験の実施

〔研究実施責任者〕
第　21　条　委員会による承認を得て人を対象とする研究・実験を実施する
場合には、その研究の実施責任者（以下「研究実施責任者」という）を定
めなければならない。
Ⅱ　研究実施責任者は、本学の専任教員とする。
Ⅲ　院生及び学部学生が研究代表者となる場合、第11条に基づき定められた
実施責任者は、その研究・実験の実施内容について十分に把握するよう努
めなければならない。
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〔研究実施者の職務〕
第　22　条　人を対象とする研究・実験を実施する者（以下「研究実施者」
という）は、生命の尊厳を重んじるとともに研究対象者の人権を尊重し、
科学的及び社会的に妥当な方法並びに手段を用いて適切かつ安全に実施し
なければならない。
Ⅱ　研究実施者は、収集又は採取した個人の情報・データ等を適切に保存・管
理しなければならない。また、個人の情報・データ等を対象者の同意を得
ずに目的外の使用及び第三者への提供をしてはならない。
Ⅲ　研究実施者は、調査記録を安全に保存・管理しなければならない。とくに、
調査票原票・標本リスト・記録媒体は、厳重に保存・管理しなければならな
い。
Ⅳ　研究実施者は、研究対象者から個人の情報・データ等を収集又は採取す
るにあたっては、原則として事前に十分な説明を行い、研究対象者から自
由意思に基づく同意（以下「インフォームド・コンセント」という）を得
なければならない。
Ⅴ　研究実施者は、研究対象者の人権の保護を研究の成果に優先して配慮し
なければならない。
Ⅵ　研究実施者は、法令、所轄省庁の告示、指針等及びこの規程その他の本
学の規程（以下「法令等」という）を遵守しなければならない。
Ⅶ　研究実施者は、研究対象者の保護のために必要な知識に関する講習や教
育を受けなければならない。
Ⅷ　研究実施者は、研究対象者のプライバシーの保護を最大限尊重し、研究・
実験に協力したことによって研究対象者が不利益を被ることがないよう、
必要かつ適切な予防の措置を講じなければならない。
〔人を対象とする研究の実施における留意事項等〕
第　23　条　人を対象とする研究の実施にあたっては、「ヒトを対象とする
医学研究の倫理的原則（1964年世界医師会採択）」、「人を対象とする医学
系研究に関する倫理指針（2014年12月22日文部科学省・厚生労働省告示）」
等に基づき、研究の倫理的妥当性及び安全性の確保に努めるとともに、別
表に定める事項に留意しなければならない。
　
　附則
　この規程は2018年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は2019年 ４ 月 １ 日から施行する。

別表
１  インフォームド・コンセント
①　研究実施者は、研究調査において個人の情報・データ等を収集・採取
する場合には、研究対象者に対し、選定理由、研究の目的、研究の意
義、研究の方法及び期間、研究実施者等の氏名及び職名、研究の性質、
当該対象者に求められる行為、危険、研究から予測される利益、研究
成果の発表方法（匿名の有無）、研究代表者及び実施者や苦情等の窓
口への連絡方法等について十分な説明を行い、あらかじめ同意を得な
ければならない。
②　研究実施者は、研究対象者の協力は本人の自由意思に委ねられてい
る旨をあらかじめ告知しなければならない。
③　研究実施者は、研究対象者に対して、いつでも研究への参加又はそ
の中止ができる自由を保障しなければならない。
④　研究実施者は、地域社会や特定の集団等を対象とした研究において、
各個人にインフォームド・コンセントを求めることが不可能な場合に
は、当該集団の中で真に選ばれた代表者から書面による同意を得なけ
ればならない。
⑤　研究実施者は、研究対象者に同意する能力がないと判断される場合、
本人に代わる者のから同意を得なければならない。
⑥　研究実施者は、研究対象者が年少者である場合には、特にその人権
について配慮しなければならない。研究対象者が未成年者である場合
には、保護者又は学校長等の責任ある成人から承諾を得なければなら
ない。
⑦　研究実施者は、研究対象者から当該個人の情報・データ等の開示を
求められたときには、これを開示しなければならない。
⑧　研究実施者は、研究対象者が同意を撤回した場合には、当該個人の
情報・データ等を破棄しなければならない。
⑨　研究実施者は、調査の際に記録機材を用いる場合には、原則として
研究対象者にあらかじめ記録機材を使用することを告知しなければな
らない。研究対象者から要請があった場合には、当該個人にかかわる
部分の記録を破棄又は削除しなければならない。
２  授業等における個人の情報・データの収集・採取
①　研究実施者は、担当する講義、演習、実技、実験又は実習等の教育
の過程において、個人の情報・データ等の提供を求める場合には、あ
らかじめ研究対象者から同意を得なければならない。
②　研究実施者は、研究対象者に対して個人の情報・データ等の提供を
拒否する自由を保障するとともに、提供の有無によって成績評価に影
響を与えてはならない。
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第 １ 条　　本学において特殊の事項について研究しようとする者があると
きは、学部又は研究科において選考のうえ研究生として入学を許可するこ
とがある。
Ⅱ　研究生は、指導教授の指導を受けて研究に従事するものとし、指導教授
が必要と認めるときは、学部又は研究科の講義、演習及び実習に出席する
ことができる。

第 ２ 条　　研究生は、大学を卒業した者及びこれと同等以上の学力がある
と認められた者とする。

第 ３ 条　　研究生を志願する者は、次の各号に定める書類を学部長又は研
究科長に提出しなければならない。
１　願書（本学所定のもの）
２　履歴書（本学所定のもの）
３　最終出身校の卒業証明書及び成績証明書

Ⅱ　学部長又は研究科長は、学部教授会又は研究科委員会の議を経て、これ
を許可する。

第 ４ 条　　研究生の許可は、原則として、学年の初めに行う。

第 ５ 条　　研究生の研究期間は、原則として １年とする。
Ⅱ　学部長又は研究科長は、研究生の願い出に基づき、学部教授会又は研究
科委員会の議を経て、研究期間の延長を許可することができる。

第 ６ 条　　研究に要する実費は、別にこれを徴収する。

第 ７ 条　　研究生で相当の成績があると認められた者には研究証明書を付
与する。

第 ８ 条　　研究生が退学しようとするときは、退学願を学部長又は研究科
長に提出し、その許可を受けなければならない。

第 ９ 条　　研究生に適しないと認められた者は、教授会又は研究科委員会
の議を経て学部長又は研究科長はこれを除籍する。

　附則
　この規程は、昭和40年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、昭和46年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、昭和55年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、昭和63年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、1992年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、1994年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、1996年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2001年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2002年 ４ 月 １ 日から施行する。

北星学園大学　研究生規程 北星学園大学　大学院
早期修了に関する規程

〔目　　的〕
第 １ 条　　この規程は、北星学園大学大学院学則（以下「大学院学則」と
いう）第29条第 １項及び北星学園大学学位規程（以下「学位規程」という）
第 ６条に定める「特に優れた業績をあげた者」を対象とする早期修了（以
下「早期修了」という）について必要な事項を定めることを目的とする。
なお、この規程に定められていない事項については、大学院学則及び学位
規程の定めるところによるものとする。

〔申請要件〕
第 ２ 条　　早期修了を申請しようとする者は、次の各号に掲げる要件を満
たさなければならない。
１　先取り科目等履修により修得した単位のうち修了要件に算入された単
位が10単位であること
２　本大学院において履修したすべての科目（先取り科目等履修により修
得した科目を含む）の成績評価がＡ＋であること

〔申請手続〕
第 ３ 条　　早期修了を申請しようとする者は、本大学院に合格後所定の期
限までに、早期修了願を研究科長に提出しなければならない。
Ⅱ　早期修了の申請の受理は、研究科委員会の議を経て、研究科長が行う。

〔論文執筆資格の認定〕
第 ４ 条　　早期修了の申請が受理された者は、 １年次 ５月末までに論文執
筆申請書を研究科長に提出しなければならない。論文執筆資格の審査を受
け、資格の認定を受けなければ、早期修了は認められない。
Ⅱ　論文執筆資格の認定は、研究科委員会の議を経て、研究科長が行う。

　附則
　この規程は、2013年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ　この規程は、当分の間、経済学研究科にのみ適用する。
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第 １章　総則
第 １ 条　　北星学園大学学則（以下「大学学則」という）第32条から第34
条又は北星学園大学大学院学則（以下「大学院学則」という）第30条、第
30条の ２及び第31条に規定する特別科目等履修生、特定科目等履修生、一
般科目等履修生、学内科目等履修生及び先取り科目等履修生（以下「科目
等履修生」という）の取扱いは、この規程の定めるところによる。

第 ２ 条　　学部長又は研究科長は、特別科目等履修生、特定科目等履修生、
一般科目等履修生又は先取り科目等履修生として一又は複数の授業科目の
履修を願い出た者については、履修を志願する授業科目の担当教育職員の
承認及び教授会又は研究科委員会の議を経て科目等履修生としての履修を
許可する。

第 ３ 条　　特別科目等履修生、特定科目等履修生又は一般科目等履修生と
しての授業科目の履修許可は、学期の始めに行う。
Ⅱ　先取り科目等履修生としての授業科目の履修許可は、前年度末に行う。

第 ４ 条　　科目等履修生の履修期間は、 ６月以上 １年未満とする。

第 ５ 条　　特別科目等履修生又は一般科目等履修生として授業科目の履修
を許可された者は、許可の日から14日以内に所定の履修料並びに履修のた
めの実験及び実習等に要する費用を納入しなければならない。
Ⅱ　納入した履修料その他の費用は、これを返還しない。
Ⅲ　特定科目等履修生の学費の納期については、大学学則第44条第 １項及び
第 ３項を準用する。
Ⅳ　先取り科目等履修生の学費の納期については、大学院学則第40条第 １項
及び第 ３項を準用する。

第 ６ 条　　特別科目等履修生、特定科目等履修生及び一般科目等履修生及
び先取り科目等履修生には、所定の学生証を交付する。

第 ７ 条　　科目等履修生が履修を停止しようとするときは、学部長又は研
究科長に履修の停止を願い出てその許可を受けなければならない。

第 ８ 条　　学部長又は研究科長は、履修料その他の費用を期日までに納入
しなかった者及び科目等履修生に適しないと認められる者について、教授
会又は研究科委員会の議を経て履修許可の取消をすることができる。

第 ２章　特別科目等履修生
第 ９ 条　　特別科目等履修生として所定の授業科目の履修及び単位の修得
を志願する者は、所定の特別科目等履修生願書に、次の各号に掲げる書類
を添えて、履修しようとする授業科目を置く学部又は大学院の学部長又は
研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。
１　所属大学長、学部長又は研究科長の履修依頼書
２　在学証明書

第 10 条　　学部長又は研究科長は、特別科目等履修生が特定の授業科目に
ついて、履修を修了し、所定の試験に合格した場合には、教授会又は研究
科委員会の議を経て単位の認定を行い、単位取得証明書を交付する。

第 ３章　特定科目等履修生
第10条の ２　特定科目等履修生として授業科目の履修をできる者は、次の各
号の一に該当し、履修を志願する授業科目を履修するに足りる能力がある
と認められた者とする。
１　本学を退学した者で再入学を志願する者
２　本学を除籍された者で復学を志願する者

第10条の ３　特定科目等履修生として所定の授業科目の履修及び単位の修得
を志願する者は、所定の特定科目等履修生願書に、次の各号に掲げる書類
を添えて、履修しようとする授業科目を置く学部の学部長に提出し、その
許可を受けなければならない。
１　履歴書（本学所定のもの）
２　単位修得成績証明書（本学所定のもの）

第10条の ４　学部長は、特定科目等履修生が所定の授業科目の履修を修了し、
所定の試験に合格した場合には、教授会の議を経て単位を授与する。

第10条の ５　特定科目等履修生が、止むを得ない理由により退学しようとす
るときは、大学学則第15条第 １項及び第 ２項を準用する。

第10条の ６　学部長は特定科目等履修生に適しないと認められる者につい
て、大学学則第16条第 １項の第 １号、第 ５号、第 ６号及び第 ７号を準用し、
当該教授会の議を経て学長が除籍する。

第10条の ７　学部長は、特定科目等履修生が特定の授業科目について、履修
を修了し、所定の試験に合格した場合には、教授会の議を経て単位の認定
を行い、単位取得証明書を交付する。

第 ４章　一般科目等履修生
第 11 条　　一般科目等履修生として授業科目の履修をすることができる者
は、次の各号の一に該当し、履修を志望する授業科目を履修するに足りる
能力があると認められた者とする。
１　大学学則第 ８条又は大学院学則第 ７条に該当する者
２　その他高等学校又は大学を卒業した者と同等以上の学力があると認め
られる者

第 12 条　　一般科目等履修生として授業科目の履修を志願する者は、所定
の一般科目等履修生願書に、次の各号に掲げる書類を添え、履修を志望す
る授業科目を置く学部又は大学院の学部長又は研究科長に願い出なければ
ならない。
１　履歴書（本学所定のもの）
２　最終出身学校の卒業証明書

第 13 条　　学部長又は研究科長は、一般科目等履修生が、一又は複数の授
業科目について、履修を修了し、所定の試験に合格した場合には、教授会
又は研究科委員会の議を経て単位の認定を行い、単位取得証明書を交付す
る。

第 ５章　学内科目等履修生
第 14 条　　学部長は、学内科目等履修生として所定の授業科目の履修を願
い出た者について、履修を志望する授業科目の履修によって、その者が所
属する学部及び学科の授業科目の学修並びに当該学部及び学科の教育に支
障がないと判断した場合には、学内科目等履修生としての履修登録を許可
する。

第 15 条　　学内科目等履修生としての履修登録は、学年の始めとする。

第 16 条　　学部長は、学内科目等履修生が履修登録した所定の授業科目の
履修を修了し、所定の試験に合格した場合には、教授会の議を経て単位の
認定を行う。

第 ６章　先取り科目等履修生
第 17 条　　本大学院経済学研究科に進学を希望する者は、先取り科目等履
修生として本大学院の授業科目を履修することができる。
Ⅱ　先取り科目等履修生として授業科目の履修をすることができる者は、次
の各号の一に該当し、履修を志望する授業科目を履修するに足りる能力が
あると認められた者とする。
１　経済学検定（EREまたはEREミクロ・マクロ）でのランク判定が
B＋以上の者
２　経営学検定中級以上の者
３　同等と認める資格を有する者

Ⅲ　先取り科目等履修生として授業科目の履修を志願する者が、本学経済学
部 ３年次に在学し（次年度卒業見込み）、かつ、出願時の累計成績が学科
上位20％以内である場合には、前項各号に定める要件を充足したものとみ
なす。

第 18 条　　先取り科目等履修生として所定の授業科目の履修及び単位の修
得を志願する者は、所定の先取り科目等履修生願書に、必要がある場合に
は次の各号に掲げる書類を添えて、経済学研究科長に提出し、その許可を
受けなければならない。　
１　履歴書（本学所定のもの）　
２　経済学検定等成績票の写し　

第 19 条　　先取り科目等履修生としての履修登録は、学年の始めとする。
　
第 20 条　　経済学研究科長は、先取り科目等履修生が特定の授業科目につ
いて、履修を修了し、所定の試験に合格した場合には、研究科委員会の議
を経て単位の認定を行い、単位取得証明書を交付する。

　附則　この規程は、昭和37年 ５ 月10日から施行する。

　附則　この規程は、昭和40年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、昭和46年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、昭和55年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、昭和63年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1992年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1993年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1994年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1995年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1996年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、1998年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2000年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2000年 ９ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2002年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2013年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2013年 ７ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2019年 4 月 1 日から施行する。

　北星学園大学　科目等履修生規程
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〔目　　的〕
第 １ 条　　この規程は、北星学園大学大学院学則（以下「大学院学則」と
いう）第 ５条の ２第Ⅱ項の規定に基づき、北星学園大学大学院（以下「本
大学院」という）における長期履修について必要な事項を定めることを目
的とする。

〔申請資格〕
第 ２ 条　　長期履修を申請できる者は、本大学院修士課程の院生（長期履
修の許可を受けずに修士課程 ２年次に在学する者を除く）又は入学予定者
であって、次の各号の一に該当し、大学院学則第 ５条に規定する修業年限
（以下「標準修業年限」という。）内での修業が困難な者とする。
１　生計を維持するための職業に就いている者
２　家族の介護、出産・育児など家庭の事情を持つ者
３　通院の必要があるなど健康上の理由を持つ者
４　その他研究科において前 ３号に準ずると認めた者

〔長期履修期間〕
第 ３ 条　　長期履修として標準修業年限を超えて履修をできる期間（以下
「長期履修期間」という）は、 １年を単位とし、 ２年を限度とする。

Ⅱ 休学期間は、長期履修期間に算入しない。
Ⅲ 長期履修を認められた場合であっても、大学院学則第 ５条に規定する在
学期間を超えることはできない。

〔申請手続〕
第 ４ 条　　長期履修を申請しようとする本大学院の院生は、原則として長
期履修を申請しようとする前年度の冬季休業前日までに、次の各号に定め
る書類等を研究科長に提出しなければならない。
１　在学生用長期履修申請書（様式第 ３号）
２　長期履修計画書（様式第 ２号）
３　その他長期履修が必要であることを証明する書類

Ⅱ　長期履修を申請しようとする入学予定者は、入学手続時に、次の各号に
定める書類等を研究科長に提出しなければならない。
１　入学生用長期履修申請書（様式第 １号）
２　長期履修計画書（様式第 ２号）
３　その他長期履修が必要であることを証明する書類

Ⅲ　申請者のうち修士論文若しくは特定課題研究の指導教員が決まっていな
い院生又は入学予定者は、副研究科長から履修計画についての指導を受け、
その承認を受けなければならない。

〔許　　可〕
第 ５ 条　　長期履修の許可は、研究科委員会の議を経て、研究科長が行う。

〔長期履修期間の変更〕
第 ６ 条　　前条で許可された長期履修期間の変更を申請しようとする本大
学院の院生（長期履修期間の最終年度に在学する者を除く）は、原則とし
て長期履修期間の変更を希望する前年度の冬季休業前日までに、次の各号
に定める書類等を研究科長に提出しなければならない。
１　長期履修期間変更申請書（様式第 ４号）
２　長期履修計画書（様式第 ２号）
３　その他長期履修期間の変更が必要であることを証明する書類

Ⅱ　変更申請者のうち修士論文又は特定課題研究の指導教員が決まっていな
い院生は、副研究科長から履修計画についての指導を受け、その承認を受
けなければならない。

〔雑　　則〕
第 ７ 条　　この規程の実施に関して必要な事項は、各研究科において定め
る。

　附則
　この規程は、2012年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2019年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　Ⅱ�　2012年 4 月 1 日改正施行附則第Ⅱ項の削除にかかわらず、この規定

は、2019年 ４ 月 １ 日以降に入学する経済学研究科の院生から適用す
る。

北星学園大学大学院
長期履修規程

大学院長期履修に関
する申合せ

　本大学院における長期履修制度については、関係法令等に基づき大学院学
則及び大学院長期履修規程が制定・施行されている。長期履修制度の実施に
あたり、研究科の自主性を確保しつつ、大学院全体として整合性を図る観点
から、以下の通り申合せを行うこととする。

Ⅰ　申請資格者
１．長期履修規程第 ２条第 １号の「生計を維持するための職業に就いてい
る者」に、アルバイトやパートタイムに従事する者も含むものとする。
ただし、修学に影響を与えない範囲での軽微なアルバイトやパートタイ
ムに従事する者には適用しない。

Ⅱ　履修登録
１．制度の趣旨から長期履修期間での履修単位数は、通常の修業年限在学
する場合よりも少なくなければならない。本大学院では履修単位の上限
を設定していないが、学生が現状で履修している単位数を考慮し、長期
履修する学生の履修単位の上限は16単位を目安とする。
２．「修士論文」「論文指導」「特定課題研究指導」の成績評価及び単位修
得は、許可された長期履修期間の最終年度とする。

Ⅲ　履修指導及び配慮
１．指導教員または副研究科長は、長期履修を許可した学生に対して、長
期履修計画書に基づき、履修開始前のオリエンテーションなどでそれぞ
れの事情に応じた履修指導を行い、適切な履修が行われるよう配慮する
ものとする。
２．長期履修の学生の履修期間を短縮することを認めた場合、短縮後の １
年あたりの学修量が通常の修業年限在学する場合よりも多くなる場合が
ある。このような場合でも、教育水準を維持し、修了時における質を確
保するよう特段の配慮を行うものとする。
３．長期履修の学生の履修期間を短縮することを認めた場合、短縮後の １
年あたりの授業料が通常の修業年限在学する場合よりも多くなる場合が
ある。このような場合でも、学費の減免は行わない。

Ⅳ　研究補助
１．修士論文作成のための研究補助
　　長期履修の学生は、修士論文指導履修の登録年次において、修士論文
作成のための研究補助を利用することができる。在学中の利用総額の上
限は、50,000円とする。
２．学会発表補助
　　長期履修の学生は、在学中、 ２回まで学会発表補助を受けることがで
きる。ただし、各年次 １回までとし、各回の利用額の上限は、50,000円
とする。

Ⅴ　この申合せは2012年 ４ 月 １ 日から運用する。
　　この申合せは2015年 ４ 月 １ 日から運用する。
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第 １章　総則
〔北星学園大学大学院論集の発行及び大学院論集編集委員会〕
第 １ 条　　北星学園大学（以下「本学」という）に、本学大学院学生及び
本学大学院修了者の研究の成果を発表する「北星学園大学大学院論集」（以
下「大学院論集」という）の編集並びに発行にかかわる組織として大学院
論集編集委員会（以下「委員会」という）を置く。

第 ２章　委員会
〔委員会の構成〕
第 ２ 条　　委員会は、本学大学院研究科委員会の構成員をもって組織する。

〔委員会委員長の選考〕
第 ３ 条　　委員会の委員長は、委員の互選によって選考する。

〔委員会委員長及び委員の任命〕
第 ４ 条　　委員会の委員長及び委員は、学長が任命する。

〔委員会委員長の職務〕
第 ５ 条　　委員会の委員長は、委員会を代表し、委員会の会務を総括する。

〔委員会委員長及び委員の任期〕
第 ６ 条　　委員会の委員長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
Ⅱ　委員会の委員長に欠員が生じた場合の任期は、前任者の残任期間とする。

〔委員会の協議事項〕
第 ７ 条　　委員会は、次の各号に掲げる事項を協議する。
１　大学院論集の編集方針に関すること　
２　大学院論集の発行時期に関すること
３　大学院論集の登載原稿の募集に関すること
４　大学院論集の登載原稿の採否の審査に関すること
５　大学院論集の編集及び校正に関すること
６　大学院論集の発行に関する予算原案の立案に関すること
７　その他大学院論集の編集及び発行に関すること

〔委員会の運営〕
第 ８ 条　　委員会の委員長は、委員会の会議を招集し、これを主宰し、そ
の議事を整理する。
Ⅱ　委員会は、その総数の ３分の ２以上の委員の出席がなければ、会議を開
き、又は議決をすることができない。
Ⅲ　委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、
委員会の委員長の決するところによる。

〔会議の議事録〕
第 ９ 条　　委員会の会議の議事は、すべて議事録として記録するものとす
る。
Ⅱ　前項の議事録は、委員会の委員長の指示に従い、教育支援課の担当係員
がこれを作成するものとする。

〔事　　務〕
第 10 条　　委員会の事務は、教育支援課が処理する。

第 ３章　大学院論集の編集及び発行
〔大学院論集の発行回数〕
第 11 条　　大学院論集は、毎年 １回発行する。

〔寄稿資格者〕
第 12 条　　大学院論集に寄稿できる者は、本学大学院学生及び本学大学院
修了者とする。ただし、研究の成果が学外者との共同研究であり、その研
究の中心が本学大学院学生及び大学院修了者である場合には、委員会の承
認を経て、その学外者を含む共同研究の成果を寄稿することができる。
Ⅱ　本学大学院の授業科目を担当する教育職員は、必要に応じて大学院論集
に寄稿することができる。

〔登載原稿〕
第 13 条　　登載原稿は、未公刊のものとする。

〔登載原稿の種類〕
第 14 条　　登載原稿の種類は、「論説」、「研究報告」、「研究ノート」、「資料」、
「書評」、「翻訳」及び「その他」とし、提出原稿にその種類を明記するも
のとする。

〔和文原稿の作成〕
第 15 条　　提出原稿が和文の場合は、横書きＡ ４判20字40行横 ２段組20枚
以内、縦書きＡ ４判30字24行縦 ２段組22枚以内によりパーソナルコンピ
ュータ等で作成するものとし、字数は特殊のものを除き、図表等を含み

32,000字以内とする。
Ⅱ　提出原稿には欧文タイトルを付するものとする。
Ⅲ　提出原稿には欧文アブストラクトを付することができる。欧文アブスト
ラクトは100語以上200語以内とし、パーソナルコンピュータ等により作成
するものとする。

〔欧文原稿〕
第 16 条　　提出原稿が欧文原稿の場合は、特殊のものを除き、図表等を含
みＡ ４判（半角）80字40行横 １段組20枚以内とし、パーソナルコンピュー
タ等により作成するものとする。

〔完成原稿の提出〕
第 17 条　　提出原稿は、完成したものとし、 ３部及びその外部記憶媒体を
添付して委員会に提出するものとする。

〔校閲〕
第 18 条　　英語タイトルの表記については、委員会として校閲を行う。
Ⅱ　校閲謝礼金は以下の通りとする。
　英語タイトル： 10 件につき3,000円

〔公　　開〕
第 19 条　　「北星学園大学大学院論集」は、本学のリポジトリ等を通じて
インターネット上で公開する。

　附則
　この要項は、1997年12月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2002年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2004年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2005年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2009年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2011年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2014年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この要項は、2019年 ４ 月 １ 日から施行する。

北星学園大学「大学院論集」編集委員会及び編集・発行要項
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　北星学園大学　学位規程
第 １章　総則
〔目　　的〕
第 １ 条　　この規程は、学位規則（昭和28年文部省令第 ９号）第13条に基
づき、北星学園大学（以下「本学」という）において授与する学位につい
て必要な事項を定めることを目的とする。

〔学位の種類〕
第 ２ 条　　本学において授与する学位は次のとおりとする。
１　学　士
２　修　士
３　博　士

〔学位の名称〕
第 ３ 条　　この規程により学位を受けた者が、学位の名称を用いるときは、
本学名を付記するものとする。

第 ２章　学士
〔学士の学位授与の要件〕
第 ４ 条　　学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。
Ⅱ　学位記は、卒業証書を兼ね別記様式 １のとおりとする。

〔専攻分野の名称〕
第 ５ 条　　学士の学位には、その専攻の区分に従い、次の専攻分野の名称
を付記する。

専　攻　の　区　分 専 攻 分 野 の 名 称

文 学 部 英 文 学 科 英 文 学
心理・応用コミュニケーション学科 心理・応用コミュニケーション学

経 済 学 部
経 済 学 科 経 済 学
経 営 情 報 学 科 経 営 情 報 学
経　 済　 法　 学　 科 経 済 法 学

社会福祉学部
福 祉 計 画 学 科 福 祉 計 画 学
福 祉 臨 床 学 科 福 祉 臨 床 学
福 祉 心 理 学 科 福 祉 心 理 学

第 ３章　修士
〔修士の学位授与の要件〕
第 ６ 条　　修士の学位は、本学大学院（以下「本大学院」という）「修士課程」
に ２年以上在学し、所定の単位を修得した上、修士論文の審査又は特定課
題研究の成果の審査及び最終試験に合格した者に授与する。ただし、在学
期間に関しては、特に優れた業績をあげた者は、本大学院修士課程に １年
以上在学すれば足りるものとする。
Ⅱ 学位記は、別記様式 ２の １又は別記様式 ２の ２のとおりとする。
〔専攻分野の付記〕
第 ７ 条　　修士の学位には、その専攻の区分に従い、次の専攻分野の名称
を付記する。

専　攻　の　区　分 専攻分野の名称
社 会 福 祉
学 研 究 科

社 会 福 祉 学 専 攻 社 会 福 祉 学
臨 床 心 理 学 専 攻 心 理 学

文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻 言語文化コミュニケーション
経済学研究科 経 済 学 専 攻 経 済 学

〔修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験の基準〕
第 ８ 条　　修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験に
関する基準並びに必要な事項については、これを別に定める。

〔修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験の方法並びに
審査委員会〕
第 ９ 条　　修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験
は、本大学院研究科の審査委員会が行う。
Ⅱ　前項の修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験の方
法並びに審査委員会に関する事項については、別にこれを定める。

〔合否の決定・学位の授与〕
第 10 条　　修士論文の審査又は特定課題研究の成果の審査及び最終試験の
合否は、審査委員会による結果及び研究科委員会の議を経て学長が決定す
る。
Ⅱ　学長は、前項に基づき修士の学位を授与すべき者には所定の学位記を授
与し、授与できない者にはその旨を通知する。

第 ４章　博士
〔博士の学位授与の要件〕
第10条の ２　博士の学位は、本大学院博士〔後期〕課程に ３年以上在学し、
所定の単位を修得した上、学位論文の審査及び最終試験に合格した者に授
与する。
Ⅱ　本大学院の博士〔後期〕課程を経ない者で、博士の学位を得ようとする
者は、博士の学位論文を提出して審査を請求できる。
Ⅲ　前項の博士論文を提出して審査を請求した者には、本大学院学則第29条

の定めるところにより学位を授与する。
Ⅳ　学位記は、別記様式 ３又は ４のとおりとする。

〔専攻分野の付記〕
第10条の ３　博士の学位には、その専攻の区分に従い、次の専攻分野の名称
を付記する。

専　攻　の　区　分 専攻分野の名称
社会福祉学研究科 社 会 福 祉 学 専 攻 社 会 福 祉 学

〔博士論文の審査及び最終試験の方法並びに審査委員会〕
第10条の ４　博士論文の審査及び最終試験は、本大学院研究科の審査委員会
が行う。
Ⅱ　前項の博士論文の審査及び最終試験の方法並びに審査委員会に関する事
項については、別にこれを定める。

〔合否の決定・学位の授与〕
第10条の ５　博士論文及び最終試験の合否は、審査委員会による結果及び研
究科委員会の議を経て学長が決定する。
Ⅱ　学長は、前項に基づき博士の学位を授与すべき者には所定の学位記を授
与し、授与できない者にはその旨を通知する。

〔学位授与の報告〕
第10条の ６　本学が博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日か
ら ３か月以内に、別記様式第一により文部科学大臣に学位授与報告書を提
出するものとする。

〔論文要旨の公表〕
第10条の ７　本学は博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与し
た日から ３か月以内に、その学位に係るその論文の内容を要旨及び審査の
結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。

第10条の ８　博士の学位を授与された者は、当該博士の学位の授与を受けた
日から １年以内に、その論文の全文を公表するものとする。ただし、学位
の授与を受ける前に、すでに公表したときは、この限りではない。
Ⅱ　前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない
事由がある場合には、本学の承認を受けて、当該論文の全文に代えて、そ
の内容を要約したものを公表することができる。この場合、本学は、その
論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。
Ⅲ　前 ２項の規定に基づき、博士の学位を授与された者が行う公表は、イン
ターネットの利用により行うものとする。

第 ５章　雑則
〔学位の取消〕
第 11 条　　学士、修士又は博士の学位を授与された者が、不正な方法によ
り学位を受けた事実が判明したときは、学長は、学士については当該学部
教授会の、修士及び博士については当該研究科委員会の議決に基づいて、
授与した学位を取消すものとする。
Ⅱ　前項の規定により学位を取消された者は、その学位記を本学に返付しな
ければならない。

　附則　この規程は、平成 ３年 ９月 １日から施行する。

　附則　この規程は、平成 ４年 ４月 １日から施行する。

　附則　この規程は、平成 ８年 ４月 １日から施行する。

　附則　この規程は、平成11年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、平成12年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2001年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2002年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2004年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2006年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2009年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2013年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　　　Ⅱ　�第 ６条第 １項のただし書きは、当分の間、経済学研究科にのみ

適用する。

　附則　この規程は、2013年 ９ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2015年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則　この規程は、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。
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北星学園大学　学費等の減免、徴収及び返戻の取扱に関する規程（抜粋）
第 １章　総則
第 １ 条　　この規程は、入学検定料、入学金、授業料、教育充実費、履修
登録料及び履修料の徴収並びに返戻の取扱いについて定めることを目的と
する。

第 ２章　大学及び大学院
第 ２ 条　　転学部又は転学科を志願する学生から徴収すべき入学検定料
は、北星学園大学学則（以下「大学学則」という）第41条に定める額の ２
分の １に相当する額とする。
Ⅱ　学内選考（推薦）により大学院修士課程を志願する学生から徴収すべき
入学検定料は、北星学園大学大学院学則（以下「大学院学則」という）第
37条に定める額の ２分の １に相当する額とする。

第 ３ 条　　編入学、大学学則第15条第 ３項及び大学院学則第13条第 ３項に
よる再入学並びに大学学則第16条第 ２項及び大学院学則第14条第 ２項によ
る復学が許可された学生から徴収すべき入学金、授業料並びに教育充実費
の額は、その編入学、再入学及び復学を許可した日の属する年度において、
第 １年次に入学した学生から徴収する額とする。ただし、再入学又は復学
が許可された学生から徴収すべき入学金は、これを徴収しない。

第 ４ 条　　本学又は北星学園大学短期大学部並びに北星学園女子短期大学
を卒業して学科に編入学をした学生から徴収すべき入学金の額は、大学学
則第42条に定める額の ２分の １に相当する額とする。

Ⅱ　本学の学部又は大学院修士課程を卒業又は修了した後、大学院修士課程
に入学した院生から徴収すべき入学金は、これを徴収しない。
Ⅲ　大学院修士課程に学内選考（推薦）により入学した院生から徴収すべき
入学金は、これを徴収しない。また、授業料の額は、大学院学則第39条第
Ⅰ項又は第Ⅵ項に定める額の ３分の ２に相当する額とする。ただし、授業
料の減免を受けることのできる期間は、修業年限の ２年間とする。

Ⅳ　本学を卒業した一般科目等履修生から徴収すべき履修登録料の額は、大
学学則第33条第 ４項及び大学院学則第31条第 ４項に定める額の ２分の １に
相当する額とする。ただしその者がその後再び一般科目等履修生となった
場合の履修登録料は、その全額を免除するものとする。
Ⅴ　本学を卒業して研究生を志願する者から徴収すべき入学検定料及び本学
を卒業した研究生から徴収すべき入学金の額は、大学学則第36条第 ３項及
び第 ４項並びに大学院学則第32条第 ３項及び第 ４項に定める額の ２分の １
に相当する額とする。
Ⅵ　大学入試センタ－試験利用入学試験を志願する者から徴収すべき入学検
定料は、大学学則第41条の規定にかかわらず、12,000円とする。
Ⅶ　指定校推薦入学試験により不合格になった者が一般入学試験を志願する
場合の入学検定料は、大学学則第41条の規定にかかわらず、これを徴収し
ない。
Ⅷ　本学に一般科目等履修生として登録された者で、その後再び一般科目等
履修生となった者から徴収すべき履修登録料の額は、大学学則第33条第 ４
項に定める額の ２分の １に相当する額とする。

Ⅸ　本学に研究生として登録された者で、その後再び研究生となった者から
徴収すべき入学金は、これを徴収しない。
Ⅹ　一般入学試験において複数学科を志願する者から徴収すべき入学検定料
は、大学学則第41条及び短期大学部学則第29条の規定にかかわらず、 ２学
科目以降は １学科につき15,000円とする。

Ⅺ　交換留学生として登録された者で、受入期間終了後、一般科目等履修生
となった者から徴収すべき履修登録料の額は、大学学則第33条第 ４項の定
めにかかわらず、7,500円とする。
Ⅻ　公益財団法人資生堂社会福祉事業財団から資生堂児童福祉奨学金助成を
受ける社会福祉学部の学生から徴収すべき入学金、教育充実費及び授業料
の額は、大学学則第42条及び第43条に定める額の ２分の １に相当する額と
する。

第 ５ 条　　休学、退学、除籍若しくは大学学則第12条による外国の大学へ
の留学が許可又は命令された学部の学生から徴収すべき当該年度の授業料
及び教育充実費の額は、その許可又は命令された日の属する年度の ９月30
日以前である時は、大学学則第42条及び同第43条に定める額の ２分の １に
相当する額とする。
Ⅱ　復学が許可された学部の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育
充実費の額は、その許可された日の属する年度の10月 １ 日以後である時は、
大学学則第42条及び同第43条に定める額の ２分の １の額とする。

第 ６ 条　　前条の規定は、休学、復学、退学、除籍若しくは外国の大学へ
の留学が許可又は命令された大学院の学生から徴収すべき当該年度の授業
料の額について準用する。
　　この場合において同条中「大学学則第42条及び同第43条」とあるのは、
「大学院学則第38条及び同第39条」と読み替えるものとする。

第 ７ 条　　在学期間が ４年を超え、その年度において履修登録する単位の
数が10単位以下の学部の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育充

実費の額は、大学学則第43条に定める ４年次の額の ２分の １に相当する額
とする。
Ⅱ　在学期間が ４年を超え、前期又は後期のいずれか半期間で卒業が予定さ
れる学部の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育充実費の額は、
大学学則第43条に定める ４年次の額の ２分の １に相当する額とする。
Ⅲ　前 ２項の規定にかかわらず、その年度において履修登録する単位の数が
10単位以下で、かつ前期又は後期のいずれか半期間で卒業が予定される学
部の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育充実費の額は、大学学
則第43条に定める ４年次の額の ４分の １に相当する額とする。
Ⅳ　 ２年次編入学の場合において、編入学後の在学期間が ３年を超える学部
の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育充実費の額は、前 ３項及
び第 ７項の規定を準用する。ただし、「 ４年次」を「 ３年次」と読み替え
るものとする。
Ⅴ　 ３年次編入学の場合において、編入学後の在学期間が ２年を超える学部
の学生から徴収すべき当該年度の授業料及び教育充実費の額は、第 １項な
いし第 ３項及び第 ７項の規定を準用する。ただし、「 ４年次」を「 ２年次」
と読み替えるものとする。
Ⅵ　在学期間が修業年限を超えた大学院修士課程の院生の学費は、当該年度
に履修登録する単位数合計に、 １単位当たりの額を乗じた額とする。この
場合の １単位当たりの額は、第 ４条第Ⅲ項、大学院学則第38条、第39条第
Ⅰ項及び第Ⅱ項に定める授業料及び教育充実費の合計額を30で除した額と
する。ただし、千円未満の額は切り捨てるものとする。
Ⅶ　第 １項の規定にかかわらず、在学期間が ４年を超え、その年度において
履修登録する単位の数が10単位を超える学部の学生で、後期の履修修正に
よって当該年度において履修登録する単位の数が10単位以下となった場合
に徴収すべき当該年度の授業料及び教育充実費の額は、大学学則第43条に
定める ４年次の額の ４分の ３に相当する額とする。
Ⅷ　在学期間が修業年限を超えた大学院博士課程の院生から徴収すべき当該
年度の学費は、大学院学則第39条第 ３項に定める額の ６分の １に相当する
額とする。

第 ８ 条　　削除

第 ９ 条　　大学学則第12条又は大学院学則第10条に基づく外国の大学への
派遣留学によって卒業又は修了延期となった者の授業料及びその他の学費
は、願い出により帰国後の通算 １年間に限りその全額又は一部の納入を免
除することができる。　
Ⅱ　大連外国語大学、カトリック大学校及び東海大学への派遣留学生は、願
い出により授業料及び教育充実費の全額の納入を免除する。
Ⅲ　アメリカ合衆国、英国、カナダ、スペイン、スイス及びインドネシアの
各大学への派遣留学生は、願い出により授業料及び教育充実費の ２分の １
に相当する額の納入を免除する。
Ⅳ　前項に定める派遣留学生が、第 ７条第 １項又は同条第 ２項に該当する場
合は、願い出により授業料及び教育充実費の ４分の ３に相当する額の納入
を免除する。

第 10 条  　前条の適用を受ける者は、次の各号に該当していなければなら
ない。
１　派遣留学期間中の修得単位数の合計が、留学期間が １年間の場合は20単
位以上、留学期間が半年間の場合は10単位以上であること。
２　本学における読み替え単位及び振り替え単位数の合計が、留学期間が １
年間の場合は15単位以上、留学期間が半年間の場合は ８単位以上であるこ
と。
３　本学が定める派遣留学期間を満了していること。
４　本学が別に定める期限までに学費等減免願を提出していること

第 11 条  　大学院博士課程の院生の学費については、入学後 ３年間に限り
願い出により、大学院学則第38条第 ２項、同第39条第 ３項及び同条第 ４項
に定める額の ２分の １に相当する額を免除することができる。
Ⅱ　大学学則第38条に基づく外国人留学生の学費については、本学入学後 ４
年間に限り願い出により当該年度の授業料の ３分の １に相当する額の納入
を免除することができる。
Ⅲ　大学院学則第34条に基づく外国人留学生のうち、修士課程の外国人留学
生の学費については、本学入学後 ２年間に限り願い出により当該年度の授
業料の ３分の １に相当する額の納入を免除することができる。
Ⅳ　経済学研究科が実施する姉妹校提携大学外国人留学生試験及び外国人留
学生指定大学推薦入学試験により大学院入学を志願する学生から徴収すべ
き入学検定料は、大学院学則第37条に定める額の ２分の １に相当する額と
する。
Ⅴ　経済学研究科が実施する姉妹校提携大学外国人特別研究生試験に志願す
る者から徴収すべき入学検定料は、その全額を免除するものとする。入学
を許可された者から徴収すべき入学金は、その全額を免除するものとし、
研究料は、大学学則第36　条第Ⅳ項に定める額の ２分の １に相当する額と
する。
Ⅵ　先取り科目等履修生として単位修得後、大学院修士課程に入学した院生
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の学費については、 １年次に限り願い出により、既修得単位数の合計に、
１単位当たりの額を乗じた額を免除することができる。この場合の １単位
当たりの額は、学内選考（推薦）により入学した院生については10,000円、
それ以外の院生（外国人留学生は除く）については15,000円とする。

第 12 条  　前条の適用を受ける学部の学生及び大学院修士課程の院生は、
次の各号に該当していなければならない。
１　学部の学生にあっては、 １年次の学生を除き、修得単位数が ２年次の
学生は30単位以上、 ３年次の学生は60単位以上及び ４年次の学生は90単
位以上であること。
２　大学院の院生にあっては、 １年次の院生を除き、 ２年次の院生の修得
単位数が16単位以上であること。
３　本学が別に定める期限までに学費等減免願を提出していること。

第12条の ２　学部の社会人入学制度を経て入学した学生については、当該年
度の授業料から15万円を減免する。ただし、学費の減免を受けることので
きる期間は、修業年限の ４年間とする。

Ⅱ　前項の適用を受ける学生は、第12条第 １項第 １号に定める単位を修得し
ていなければならない。
Ⅲ　第 １項の適用を受ける学生は、本学が別に定める期限までに学費等減免
願を提出していなければならない。

第 13 条  　本学入学試験において成績優秀者と認められた学部の学生から
徴収すべき授業料及び教育充実費は、大学学則第42条及び同第43条に定め
る額の ２分の １に相当する額を免除する。学費の減免を受けることのでき
る期間は、修業年限の ４年間とし、その期間は連続するものとする。ただ
し、 ２年次以降学費の減免を受けるためには、当該学生が所属する学科学
年の、当該前年度までの累積平均GPAを上回りかつ学業成績が優秀でな
ければならない。
Ⅱ　本学に在学する学部及び大学院の外国人留学生で、経済的理由により修
学及び学業継続が困難と認められた学生及び院生から徴収すべき当該年度
の授業料は、大学学則第43条及び大学院学則第39条第Ⅰ項又は第Ⅵ項に定
める額の ３分の １に相当する額を免除する。
Ⅲ　前項の適用を受ける学生の修得単位数及び減免願の取扱いについては、
第12条の規定を準用する。
Ⅳ　第 １項の適用を受ける学生は、本学が別に定める期限までに学費等減免
願を提出しなければならない。また、 ２年次以降の学費減免継続を希望す
る学生の選考は、学生支援委員会で行う。
Ⅴ　本学に在学する学部及び大学院の外国人留学生で、経済的理由により授
業料減免を希望する学生の選考は、国際教育推進委員会で行う。また、選
考に係る基準は別に定める。

第 14 条  　学部の学生の学費負担者の死亡、病気、失職、破産若しくは勤
務する会社の倒産又は火災若しくは風水害等により家計が急変し、かつ、
次の各号に該当する場合には、願い出により当該年度の授業料は、大学学
則第43条に定める額の ２分の １に相当する額の納入を免除することができ
る。
１　日本学生支援機構「緊急採用」・「応急採用」貸与奨学金の申し込みを
行う者。又は、その資格を有すると本学が認めた者。
２　第12条第 １項第 １号に定める単位を修得している者。

Ⅱ　前項に定める授業料減免の願い出は、その事由発生月の翌月を起点とし
て24月以内に行わなければならない。ただし、当該事由は、入学前12月以
内に発生したものに限る。なお、願い出は、当該事由の発生月に行うこと
ができる。
Ⅲ　授業料減免を希望する学生は、減免願及び関係書類を指定期日までに学
長に提出するものとする。
Ⅳ　授業料減免を希望する学生の選考は、学生支援委員会で行う。

第 15 条  　学部の学生又は大学院の院生で、身体障害者手帳又は精神障害
者保健福祉手帳等を所持している者については、願い出により当該年度の
教育充実費の ２分の １に相当する額の納入を免除することができる。
Ⅱ　前項の適用を受ける学部の学生は、第12条第 １項第 １号に定める単位を
修得していなければならない。
Ⅲ　第 １項の適用を受ける者は、本学が別に定める期限までに学費等減免願
を提出しなければならない。

第 ４章　雑則
第 24 条  　学部、大学院又は短期大学部に一年度を通じて在学する者の間
に兄弟姉妹、親子又は夫婦の関係が存在する場合には、願い出によりそれ
らの者のうち １人から教育充実費を徴収し、その他の者の当該年度の教育
充実費を免除することができる。
Ⅱ　前項の規定により教育充実費を徴収すべき者の指定は、次の各号の順序
によるものとする。
　 １　年次の数が最も大きい者
　 ２　年次が同じ者のうち免除額が最も低い者
　 ３　免除額が等しい者のうち任意の者
Ⅲ　本規程の定めにより学費等の納入を免除される者は、教育充実費を徴収
すべき者に指定されることができない。ただし、第 ２条ないし第 ４条、第
14条、第15条、第22条及び第23条の規定の適用を受ける者については、こ
の限りではない。
Ⅳ　第 １項の規定にかかわらず、北星学園職員・教役者親族授業料等減免規
程により学費等を減免されている者については、教育充実費は免除しない。
Ⅴ　教育充実費を免除された者について、免除の決定後その理由が消滅した
ときは、免除を取消し、当該年度の教育充実費の納入を命ずることができる。
Ⅵ　第１項の規程により指定された教育充実費を徴収すべき者が、大学学則

第16条第 １項第 5号、大学院学則第14条第 １項第 4号及び短期大学部学則
第17条第 １項第 4号に該当する場合は、第 １項に定める一年度を通じて在
学する者とは認めない。
Ⅶ　前項の規程により 3月31日以降に免除を取消す場合は、翌年度の 4月30
日までに当該年度の教育充実費を納入しなければならない。

第 25 条  　大学学則第45条、大学院学則第41条及び短期大学部学則第35条
の規定にかかわらず、学部の学生、大学院の院生及び短期大学部の学生か
ら本規程の各条に定める額を超えて徴収した場合には、その超えた額を返
戻するものとする。

　附則
　この規程は、昭和50年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2003年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　北星学園大学短期大学部校納金納入に関する取扱要領（2002年 ４ 月 １

日）は、廃止する。
　Ⅲ�　北星学園大学短期大学部社会人入学者学費減免に関する取扱要領

（2002年 ４ 月 １ 日）は、廃止する。

　附則
　この規程は、2007年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　第11条第Ⅲ項の定めにかかわらず、2007年度に大学院修士課程に入学

した大連外国語学院卒業生及び外国人留学生指定大学推薦入学した院生
の学費については、本学入学後 ２年間に限り願い出により、当該年度の
入学金及び教育充実費については ２分の １に、授業料については ３分の
１に相当する額の納入を免除することができる。

　附則
　この規程は、2011年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　2011年 ４ 月 ５ 日において大学又は短期大学部に在学する学生で、次の

各号に掲げる要件を充足する者は、第14条第 １項又は第22条第 １項の規
定する措置に加えて、その余の残額及び教育充実費を全額免除するもの
とする。
　 １ �　2011年東日本大震災により、第14条第 １項又は第22条第 １項の規定
する場合に該当となった者

　 ２ �　青森県、岩手県、宮城県及び福島県内の高等学校又は中等教育学校
を卒業した者

　附則
　この規程は、2012年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2013年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2014年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　附則（2011年 ４ 月 １ 日）第 ２項の措置は、2014年度においても継続する。

　附則
　この規程は、2014年 ９ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2015年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　第13条及び第21条の ２の定めにかかわらず、2015年 ３ 月31日以前に入

学した北星学園大学及び北星学園大学短期大学部の学生の校納金に関す
る取扱いは、なお従前の例による。

　附則
　この規程は、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ�　第 ４条第Ⅻ項は、2017年度以降入学者に適用する。

　附則
　この規程は、2018年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ　第 ７条第Ⅷ項は、2018年度以降入学者に適用する。

　附則
　この規程は、2019年 ４ 月 １ 日から施行する。
　Ⅱ　第 ７条第Ⅷ項は、2018年度以降入学者に適用する。
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北星学園大学　奨学金�
返還免除候補者選考規程

〔目　　的〕
第 １ 条　　この規程は、北星学園大学（以下「本学」という）が独立行政
法人日本学生支援機構に対して推薦する奨学金返還免除候補者（以下「候
補者」という）の選考に関して必要な事項を定めることを目的とする。

〔推薦対象者〕
第 ２ 条　　推薦の対象となる候補者は、独立行政法人日本学生支援機構法
（平成15年法律第94号）第14条第 １項に規定する第一種奨学金の貸与を受
けている本学の大学院学生であって、当該年度中に貸与期間が終了するこ
とになる者のうち、在学中に特に優れた業績を挙げた者とする。

〔候補者の選考等〕
第 ３ 条　　奨学金の返還免除を希望する者は、所定の書類を所属する研究
科長に提出するものとする。
Ⅱ　研究科長は、前項の規定により申請のあった者（以下「申請者」という）
のうちから候補者を選考するものとする。
Ⅲ　研究科長は、前項の規定により選考した候補者に順位を付して、第 ５条
に規定する委員会に推薦するものとする。

〔選考基準〕
第 ４ 条　　前条第 ２項に規定する選考は、独立行政法人日本学生支援機構
に関する省令（平成16年文部科学省令第23号）第36条の規定に基づき、申
請者の業績を総合的に評価することにより行うものとする。
Ⅱ　前項の評価を行うための具体的な評価項目及び評価方法については、別
に定める。

〔委員会の設置〕
第 ５ 条　　本学に、候補者の選考に関する事項を調査審議するため、独立
行政法人学生支援機構法施行令（平成16年文部科学省令第 ２号）第 ８条第
２項の規定に基づき、奨学金返還免除候補者選考委員会（以下、「委員会」
という）を置く。

〔委員会の構成〕
第 ６ 条　　委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。
１　学　　　長
２　副　学　長
３　研 究 科 長
４　副研究科長

〔委 員 長〕
第 ７ 条　　委員長は、学長をもって充てる。
Ⅱ　委員長は、委員会を代表し、その会務を総括する。

〔候補者の決定〕
第 ８ 条　　学長は、委員会の議を経て、候補者を決定する。

〔事　　務〕
第 ９ 条　　委員会の事務は、学生生活支援課が処理する。

　附則
　この規程は、2005年11月 １ 日から施行し、2004年度以降に奨学生として採
用された者から適用する。
　Ⅱ�　第 ６条第Ⅱ項にかかわらず、2005年度に指名された者の任期は、2007

年 ３ 月31日までとする。

　附則
　この規程は、2009年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2010年 ４ 月 １ 日から施行する。

　附則
　この規程は、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。
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「北星学園大学奨学金返還免除候補者選考規程」 
第 ４ 条第 ２ 項に係る教学会議申合せ

（別　記）

特に優れた業績の評価を行うための具体的な評価項目及び評価方法

教学会議申合せ

業績の種類 機構が定める
評価基準

特に優れた業績の評価を行うための
具体的な評価項目及び評価方法

大学院における教
育研究活動等に関
する業績

専攻分野に関連した学
外における教育研究活
動等に関する業績

省令第36条第 １号
に定める「学位論
文その他の研究論
文」

学位論文の教授会
での高い評価、関
連した研究内容の
学会での発表、学
術雑誌への掲載又
は表彰等、当該論
文の内容が特に優
れていると認めら
れること

申請者の学位論文
に対する研究科委
員会による評価を
推薦の順位付けに
用いる。

関連した研究内容
に関する
１．学会での発表
２．学術雑誌への
掲載
３．表彰等
については申請者
からの申請内容を
当該業績の種類・
領域・性格等に即
して審査し、総合
的に評価する。

省令第36条第 ２号
に定める「大学
院設置基準（昭和
49年文部省令第28
号）第16条第 ２項
に定める特定の課
題についての研究
の成果」

特定の課題につい
ての研究の成果の
審査及び試験の結
果が教授会等で特
に優れていると認
められること

申請者の特定課題
研究の成果に対す
る研究科委員会に
よる評価を推薦の
順位付けに用いる。

関連した研究内容
に関する
１．学会での発表
２．学術雑誌への
掲載
３．表彰等
については申請者
からの申請内容を
当該業績の種類・
領域・性格等に即
して審査し、総合
的に評価する。

省令第36条第 ３号
に定める「大学院
設置基準第16条の
２に定める試験及
び審査の結果」

専攻分野に関する
高度の専門的知識
及び能力並びに当
該専攻分野に関連
する分野の基礎的
素養であって当該
前期の課程におい
て修得し、若しく
は涵養すべきもの
についての試験の
結果が教授会等で
特に優れていると
認められること、
又は、博士論文に
係る研究を主体的
に遂行するために
必要な能力であっ
て当該前期の課程
において修得すべ
きものについての
審査の結果が教授
会等で特に優れて
いると認められる
こと

本学研究科におい
ては該当しない。

本学研究科におい
ては該当しない。
　

省令第36条第 ４号
に定める「著書、
データベースその
他の著作物 ( 省令
第36条第 １号及び
第 ２号に掲げるも
のを除く。)」

専攻分野に関連し
た著書、データベ
ースその他の著作
物等（省令第36条
第 １号及び第 ２号
に掲げる論文等を
除く。）が、社会
的に高い評価を受
けるなど、特に優
れた活動実績とし
て評価されること

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

省令第36条第 ５号
に定める「発明」

特許・実用新案等
が優れた発明・発
見として高い評価
を得ていると認め
られること

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

省令第36条第 ６号
に定める「授業科
目の成績」

講義・演習等の成
果として、優れた
専門的知識や研究
能力を修得したと
教授会等で高く評
価され、特に優秀
な成績を挙げたと
認められること

授業科目の成績の
平均点が、各専攻
において最上位ま
たはこれに準ずる
ことを選考の条件
とし、この平均点
を推薦の順位付け
に用いる。

省令第36条第 ７号
に定める「研究又
は教育に係る補助
業務の実績」

リサーチアシスタ
ント、ティーチン
グアシスタント等
による補助業務に
より、学内外での
教育研究活動に大
きく貢献し、かつ
特に優れた業績を
挙げたと認められ
ること

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

省令第36条第 ８号
に定める「音楽、
演劇、美術その他
芸術の発表会にお
ける成績」

教育研究活動の成
果として、専攻分
野に関連した国内
外における発表会
等で高い評価を受
ける等、特に優れ
た業績を挙げたと
認められること

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

省令第36条第 ９号
に定める「スポー
ツの競技会におけ
る成績」

教育研究活動の成
果として、専攻分
野に関連した国内
外における主要な
競技会等で優れた
結果を収める等、
特に優れた業績を
挙げたと認められ
ること

本学研究科におい
ては該当しない。

本学研究科におい
ては該当しない。

省令第36条第10号
に定める「ボラン
ティア活動その他
の社会貢献活動の
実績」

教育研究活動の成
果として、専攻分
野に関連したボラ
ンティア活動等が
社会的に高い評価
を受ける等、公益
の増進に寄与した
研究業績であると
評価されること

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

申請者からの申請
内容を当該業績
の種類・領域・性
格等に即して審査
し、総合的に評価
する。

　　　　　　附　　　　則
　この申合せは、2005年11月 １ 日から施行する。

　　　　　　附　　　　則
　この申合せは、2012年11月 １ 日から施行する。

　　　　　　附　　　　則
　この申合せは、2016年 ４ 月 １ 日から施行する。


